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Operational Earthquake Forecasting
State of Knowledge and Guidelines for Utilization

by
International Commission on Earthquake Forecasting for Civil Protection 

(ICEF)
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Thomas H. Jordan
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ICEF L’Aquila 

• 2009/6/3  3:32AM (Local Time)
• Abruzzo region L’Aquila 
• Mw 6.3
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ICEF

1. Introduction
2. Science of Earthquake Forecasting and Prediction 28
3. Status of Operational Earthquake Forecasting 11

–
4. Key Findings and Recommendation

1. Need for Probabilistic Earthquake Forecasting
2. Earthquake Monitoring
3. Research on Earthquake Predictability
4. Development of Long Term Forecasting Models
5. Development of Short-Term Forecasting Models
6. Verification of Earthquake Forecasting Methods
7. Utilization of Earthquake Forecasts
8. Public Communication of Earthquake Information

5. Roadmap for Implementation
1. Underway
2. Outstanding Action

8

Operational earthquake forecasting
1.
2.

DPC

A. 

B. 
DPC

C. 

D. 

E. 
DPC

DPC

F.  

G. 

H. 
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•
– Prediction
– Forecast

•
–

• (Diagnostic Precursor
•
•

•

–
– Retrospective prospective

•
–
– = and/or GR

–
•

10

•
– Department of Civil Protection (DPC)
–
– CGR National Commission for the 

Prediction and Prevention of Major Hazards)
•

– INGV Istituto Nazionale di 
Geofisica e Vulcanologia)

•
•

•
– Long-term seismic hazard map (2004) 

• 2008)
•

•

•
•

– Web
•

•
– China Earthquake Administration (CEA)
–

•
–
– Seismic Intensity Zonation Map (ver.3)
–

•
– Act on the Management of Earthquake Prediction
–
–

•
–
–
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•
– Earthquake Planning and Protection 

Organization (EPPO)
•

– VAN EPPO
1992

•
–

–
– EPPO �

1.
2.
• 2007-2008

M7
�

•
•

•
– Russian Expert Council for Earthquake prediction 

and Earthquake Hazard Assessment (REC)
•

–
M8, RTL

–

– Kamchatka
• 2008-2103 Petropavlovsk-kamchatskiy

M>7.5 50%
• Modified M8 � 660km x 660km 

1993-1998 M>7.5
Zone of High Probability)  … 

•
–

– REC
–

•
– Russian Academy of Science

12

•
– USGS

•
• Natinal Earthquake Prediction Evaluation Council (NEPEC) 1978

– 1990 2006
– CalEMA California Emergency Management Agency
– CEPEC  California Earthquake Prediction Evaluation Council

•
– National Seismic Hazard Map Project (NSHMP)

•

•
– UCERF2 +
–
– CEPEC

• D(0-0.1%), C(1-5%), B(5-25%), A(>25%) 
• 2009 M4.8 SAF C

•
– CEPEC – CalEMA
– STEP(Short-Term Earthquake Probability) Web 2005- )

•
• �

•
– UCERF3
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after Ide and Beroza (2001, GRL) 
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Seismic energy vs. seismic moment 

1995 Kobe Mw6.8 (Ide and Takeo 1997) SA mine Mw1.4 (Yamada et al., 2004) 

0 1.2 m 
0 6 mm 

50 km 35 m 
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Ellsworth and Beroza (1995, Science) 

8  (Uchide et al., 2009) 
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11 Tse and Rice (1986, JGR), Scholz  (1998, Nature)
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電磁気学的な先行現象研究の
過去・現在・未来

東海大学地震予知研究センター

長尾年恭

２０１２年９月１３日

1

結 論

• 地震に先行する電磁気現象は存在する可能性が極めて
高い（JGR等に統計的評価論文多数）

• 複数の周波数帯で異なる先行時間の先行現象が観測さ
れていると考えられる

－＞ 電磁現象発現メカニズムは複数存在する

• 先行時間は数ヶ月から直前まで

• マグニチュードとの関係については，ギリシャのＶＡＮ法以
外は，定量的な関係を見いだせているとは言えない

• そのほとんどは偶然発見されたもの

• 今後発生する南海トラフ沿い巨大地震の人的被害を考え
ると，直前予知研究（先行現象研究）は驚異的なコスト・
パフォーマンスを持つ．１年１億円ｘ１０年程度の予算で短
期予知が成功すれば，その効果は計り知れない

2
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問 題 点

• 統計的有意性が示されているのは，電離層
異常に関するものだけ（地上観測関係は事例が少ない）

• 電磁現象発現メカニズムには，マイクロクラッ
ク（微小破壊）を必要とするものが多い

－＞ マイクロクラックであれば地震計で観測可能

• （本震時に電磁異常が観測されない）
－＞ 最大の応力変化とは無関係

• 真の意味での電磁気学的先行現象の基礎研
究の推進が困難な状況となっている（科研費
の細目には「地震予知」は存在しない）

3

EQ990314 神津島直下

神津島

新島

式根島

Kozu
Station

Local time

地電流データ

LF-band 163kHz

地震活動

２４時間の時系列．地震活動とＬＦ帯の電磁波に相関

ＬＦ帯：Origin timeには
変化なし

地電流（ＤＣ）

地震波動
4

１０分間
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課題・今後の方針

• 地震と電磁現象の関係解明（あたりまえ）

• 統計物理学の知見の導入（臨界現象，長距離相関，地震現
象を第二種相転移とする等の考え方）

• 電磁気学的な地震誘発の可能性研究
ー＞ 地震現象と電磁現象をつなぐミッシングリングか

• 小型衛星観測の推進（ＧＰＳ掩蔽観測含む）

• 電磁現象発現メカニズム解明のための実験

• ＧＰＳ－ＴＥＣ観測等の統計的有意性の研究推
進

• 地震電磁気研究者への「地震学」「固体地球電
磁気学」の啓発

5

文書に記載された最初の例？

地震の前にラジオに雑音が入る!
ー＞１９４５年の三河地震（Ｍ6.8）
当時は第２次大戦中であり，空襲警報を聞くためにラジオ
の電源が常に入っていた． 余震の前にはラジオに雑音
が入るので，地震の発生を前もって予測できた.

1979年，ソ連によるアフガニスタン侵攻
ー＞ソ連軍はＮＡＴＯの攻撃から身を守るため全天を

レーダーで監視
ー＞突然，ものすごい妨害電波を観測

ＮＡＴＯ軍の攻撃？ 核戦争一歩手前！

ー＞２日後隣国のイランでＭ７．０の地震発生！
妨害電波消滅！

6
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尾池和夫の先駆的結果

10 days

尾池らは１６３ｋＨｚのパルス
状のノイズを数え，

地震活動との相関を発見

１９９０年ごろまでのまとめ

内陸地震
M≧5
12 個

7

尾池和夫（京大）らによるＶＬＦ帯，ＬＦ帯
パルス状電磁ノイズ発生の仮説

１．地震の発生の前兆現象として，震源域での微小破壊など
の発生により電磁パルスが発生する．

２．広い地域で応力が増大し，地表付近でも微小破壊などが
発生して電磁パルスを発生する．

３．上記１または２のしくみで荷電粒子が空気中に放出され，
地震前に空電（雷）を誘発する．

４．落雷があり，それによる地電流が岩盤の破壊を誘発して
地震が発生する．

５．前線の通過などで空電が増えるとともに集中的な降雨が
活断層帯に増水をおこし水が地震を誘発する．

６．大気中の電気伝導度などが変わり，普段観測されない
遠方からの空電が観測されるようになる．

8
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現在電磁気学的な手法による直前予測に取り
組んでいる日本の研究機関

ＤＣ地電流観測（東海大，北海道大，東大）
ＵＬＦ帯３成分磁場観測（千葉大，電通大，東海大，北海道大，中部大）
ＥＬＦ帯３成分磁場観測（中部大，名古屋工業大）
ＶＬＦ帯電磁界方位探査観測（東海大（空中），京都産業大（地中））
マイクロ波観測（日大，千葉大）
広帯域絶対強度電磁場観測（大阪大）

ＶＬＦ－ＬＦ帯電離層伝播異常観測（電通大，中部大，千葉大）
ＧＰＳ－ＴＥＣによる電離層電子密度変化の研究（千葉大，東京学芸大，

電通大）
ＶＨＦ帯電波伝播異常観測（北大，東京学芸大，千葉大，電通大，

岡山理科大）

大気電界観測（東京学芸大，首都大学東京）
地中電界観測（首都大学東京）

室内実験

東大，東海大，大阪大

100Ｍ

10Ｍ

1Ｍ

100ｋ

10ｋ

1ｋ

100

10

1

0.1

ＤＣ

（Ｈｚ）

ＵＬＦ

ＶＨＦ

ＨＦ

ＭＦ

ＬＦ

ＶＬＦ

ＥＬＦ

地下からのシグナル放出

電離層の異常 （電波伝播の異常）

9

1994年12月から1995年2月までの３ヶ月間の記録

ＥＬＦ帯狭帯域３成分磁場観測

ＶＬＦ帯ボアホールアンテナ電界観測

ＶＬＦ帯電磁ノイズ観測

ＬＦ帯電磁ノイズ観測

ＨＦ帯鉛直地電流観測

ＨＦ帯電磁ノイズ観測

ＶＬＦ帯電離層伝播異常観測

ＶＨＦ帯電波伝播異常

電力会社による落雷データ

地震活動

兵庫県南部地震前に観測された各種異常
Nagao, T. et al., Electromagnetic anomalies associated with 1995 KOBE earthquake, J. Geodynamics, 33, 401-411, 2002.

10
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先行現象発生時期の概念図

シ
グ
ナ
ル
発
生
の
確
率

DC‐ULF電磁現象

VLF‐VHF 
電磁波

EQ10 days
変形・微小破壊

変形・微小破壊・
地下水・ガス異常（ラドン放出）

電荷発生・流動電位

電荷集積・大気重力波
電離層異常

信号放射
(DC‐ULF, ELF, VLF.
LF, MF, HF, VHF)

電波異常伝播
(OMEGA, VLF, FM(VHF))

11

提唱されているメカニズム（１）

流動電位 応力勾配・間隙水 岩石表面との電気的な相互作用により
岩石中の空隙を圧力勾配によって流れる
間隙水が電荷を運ぶ

クラック形成による 応力変化 クラック形成に伴い電荷分離が生じること
電磁放射(Molchanovなど） によって電流が流れる

AE放出による誘導 応力変化・導体 微小破壊によって放出された弾性波が
効果（Sukov,1997） トリガーとなり地殻（導体）が地磁気中

で振動する。このとき、導体中に誘導起
電力が生じて電流が流れる

圧電分極の補償電荷 応力変化・圧電物質 圧電物質に応力が加わると分極が生じ、
(Ikeya, 1997) ・導体 この分極を遮蔽するために自由電荷が再配

置される。応力がなくなると、この自由電
荷の対消滅によって電磁波が放出される

圧力誘導電流 応力変化・格子欠陥 価数の異なる不純物イオンによって、結晶
(Varotsos, 1998) 中に電気双極子が生成される。圧力が高く

なるとこの双極子が回転し易くなり、ある
圧力のとき外部電場の方向に向きが揃う。
このとき、双極子の回転にともなって電流
が流れる

モデル 必要な仮定 機構

12
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提唱されているメカニズム（２）

転位の移動による電気 応力変化・刃状転位・ 帯電したジョグは不純物イオンなどによって
双極子(Slifkin, 1996) 不純物イオン 遮蔽されている。応力変化に刃状転位は素早

く追随できるが、不純物イオンは出来ないた
めに電気双極子が生成される

欠陥電子 格子欠陥・応力変化・ 岩石を構成する結晶（MgOなど）に水が浸透
(Fruend, 1993) 結晶間隙水 していくとH2とO2

2-が生じる。O2
2- は応力

変化によって２つの欠陥電子O-に分解され
拡散していく。H2はO-よりも早く拡散するの
で過渡的に結晶内部がプラスに帯電する

脱水を伴う構造相転移 応力変化・刃状転位・ 応力変化によって脱水にともなう構造相転移
(Lazarus,  1996) 結晶間隙水・ が結晶に生じる。この相転移は、体積変化を

不純物イオン 伴うので刃状転位や不純物イオンが再配置
する。このとき、５と同じ機構で電気双極子
が生じる。また、脱水によって生じた水は
断層へ流入し、これを脆弱化し地震を起こし
やすくする

モデル 必要な仮定 機構

13

提唱されているメカニズム（３）

モデル 必要な仮定 機構

プラズモン 地殻内部に（比較的自由に 微小破壊時に放出されたエキソ電子
（Kamogawa & 動ける電荷の存在 が縦波のプラズマの波を励起する．

Ohtsuki ，1999） 地中を伝播した縦波が地表のでこぼこ

によって，横波の電磁波に変換される．

フラクトエミッション 荷電粒子放射・ 新しい固体表面が生成するときに
（榎本&橋本, 1990） エキソ電子活性 発生するエキソ電子により高い周波

数の変動が発生

正孔電荷キャリア 格子欠陥・過酸化架橋・ SiO2結晶中の過酸化架橋は、 positive
(Freund and                     応力変化 hole pair (PHP)ともよばれ、
Sornette, 2007) 加圧により正孔電荷キャリアが発生する

ことにより電流が流れる

鉄の電気化学反応 ２価および３価の鉄の 鉄イオンの酸化還元反応による電池と
（畑） 酸化還元反応 同様の反応が地中で発生し，電荷を

放出

その他 Litostatic‐Isostatic圧力解消仮説（榎本祐嗣：命名は長尾による）
14
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地震電磁現象発現メカニズムとしての正孔
（positive hole）拡散仮説

• 微小破壊(micro crack)を必要としない

• 変形のみで電流を発生

• 地表を正に帯電させられる

• 多くの先行的変化を定性的に説明可能（赤外
放射（温度上昇），電離層中の電子密度増加
等）

• ただし問題点もある（岩石がウエットだとメカニズムが

効率的に働かない）

15

活性化メカニズム

伝導帯

禁制帯

価電子帯
Takeuchi, A.,  Y. Futada, K. Okubo, N. Takeuchi, Positive electrification 
on the floor of an underground mine gallery at the arrival of seismic 
waves and similar electrification on the surface of partially stressed 
rocks in laboratory, Terra Nova, 22 (3), 203‐207, 2010 
doi:10.1111/j.1365‐3121.2010.00935.x 16
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活性化メカニズム

P-type 半導体

From Takeuchi et al. (2010)

変形により禁制帯のエネルギー順位が低下

17

考えられるメカニズム

++

––
E

Positive HolesPositive Holes

+++ +++–––

18

－ 35 －



電流強度の比較

はんれい岩

中粒花崗岩

細粒花崗岩

大理石

C
ur

re
nt

 (
pA

) 
at

 3
0M

P
a

10–6–10–5 A/m2

19

ほとんど石英を含まない
はんれい岩でも電流が
発生する
ー＞ピエゾ効果ではない

実際の地球では？

地圏地圏

震源域

10–6–10–5 A/m2 ?10–6–10–5 A/m2 ?

Takeuchi, A., B.W.S. Lau, F.T. Freund, Current and surface potential induced by 
stress‐activated positive holes in igneous rocks, Physics and Chemistry of the 
Earth, Parts A/B/C, 31 (4‐9), 240‐247, 2006 doi:10.1016/j.pce.2006.02.022

大気圏大気圏

電離圏電離圏

+++ +++ +++

+++ +++ +++

––– ––– –––

20
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古典的事例

地電流の異常

宮腰による山崎断層での測定

小山・本蔵（1978）による

Nagao, T., Uyeda, S., Asai, Y. and Kono, Y (1996): Recently observed anomalous 
changes in geoelectric potential preceding earthquake in Japan. in Critical Review 
of VAN (ed. Sir James Lighthill), World Scientific, London, Singapore, 292-300.

21

土地比抵抗の変化（構造変化）

m EW

1976年

唐山地震（1976年7月28日，M7.8)
に関連する土地比抵抗変化
（観測点は震源から80ｋｍ）

M7.8 M6.9

22
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カリフォルニア・ロマプリータ地震
前の地磁気の異常

２０００年三宅島噴火，伊豆群発地
震の前に観測された電磁気の異常

電磁波の到来方向

Fraser‐Smith, A. C., A. Bernardi, P. R. McGill, M. E. Ladd, R. A. 
Helliwell, and O. G. Villard, Jr., 1990, Low‐frequency magnetic 
field measurements near the epicenter of the Ms 7.1 Loma 
Prieta earthquake, Geophys. Res. Lett., 17, 1465‐1468.

Uyeda, S., M. Hayakawa, T. Nagao, O. Molchanov, K. Hattori, Y. Orihara, 
K. Gotoh, Y. Akinaga, and H. Tanaka, Electric and magnetic phenomena 
observed before the volcano‐seismic activity 2000 in the Izu Island 
Region, Japan, The proceeding of the National Academy of Sciences, 
USA (PNAS), vol. 99, No. 11, 7352‐7355, 2002.

23

電磁気学的な異常の到来方位が観測できようになった！

２０００年 三宅島噴火および伊豆諸島群発地震

24
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2000年2月2日
群発活動約4.5ヶ月前

2000年4月10日
群発活動約2.5ヶ月前

2000年6月14日
群発活動約12日前

2000年7月14-15日
地震群発活動期間内

2002年7月5日
群発活動約2年後

詳
細
な
ス
ペ
ク
ト
ル
解
析
に
よ
る
前
駆
的
シ
グ
ナ
ル
の
到
来
方
向

群
発
地
震
活
動
の
直
前
と
最
中
の
み
４
の
領
域
か
ら
強
い
電
磁
波
が
到
来25

VLF帯の電波強度低下
Němec, F., O. Santolík, M. Parrot, and J. J. Berthelier (2008), Spacecraft observations of electromagnetic 

perturbations connected with seismic activity, Geophys. Res. Lett., 35, L05109, 
doi:10.1029/2007GL032517.

9000個のM4.8以上の地震（左）及びM5.0以上の地震との

統計解析結果（右） Mが大きくなると異常も大きくなる

ＤＥＭＥＴＥＲ衛星の結果

26
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Le et al., JGR, Vol. 116, A02303, 
doi:10.1029/2010JA015781, 2011

電離層電子密度の異常

２００２年から２０１０年までの７
３６個のマグニチュード６以上
の地震で孤立して発生したも
のをすべて解析

その結果
・異常は０－７日前に集中
・浅い地震ほど異常が大きい
・大きな地震ほど異常が大きい

27

打上げ
2001.12.10 Kompass (IZMIRAN:ロシア) 2001‐056B
2003.06.30 Quakesat (Quakefinder:アメリカ) 2003‐031F 
2004.06.29 DEMETER (CNES:フランス) 2004‐025C 
2004.12.24 Variant/Sich‐1M (NKAU:ウクライナ) 2004‐052‐A  → decayed
2005.02.28 LAZIO‐SiRad (INFN:イタリア) ISS（国際宇宙ステーション）
2006.05.26 Kompass‐2 (IZMIRAN:ロシア) 2006‐019‐A → decayed 
2006.06.15 Arina/Resurs‐DK1 (RKA:ロシア) 2006‐021A 
2006.09.18 Vsplesk Experiment (Energia:ロシア) ISS（国際宇宙ステーション）
2009.07.29 POISE/UK‐DMC2 (SSTL: UK)  2009‐041C 
2009.09.17 ETP/Tatiana II (MSU: Russia/NCU:台湾)  2009‐049D 
2012.07.23 Kanopus‐Vulkan 1 (RKA:ロシア)                                  2012‐039‐A

打上げ予定
2012.11.12 UNAMSAT‐3 (UNAM:メキシコ)
2012 IONOSATS (NKAU:ウクライナ)
2013 Kanopus‐Vulkan 2 (RKA:ロシア)
2013             TechDemoSat‐1 (SSTL: 英)
2014 CSES (CNSA:中国) 2017年までに2機追加
2015 TwinSat (UK‐ロシア) Micro&nanosatellite

提案中
OMIR (カザフスタン) 
Esparia (INFN:イタリア) この他ペルー、イラン及び韓国が計画中

* 太字は300kg以上の衛星・他はマイクロ衛星もしくは大型衛星や宇宙ステーションの搭載機器

世界の地震電磁気観測衛星・ミッション

28
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Fujiwara, Kamogawa et al., 2004, Atmospheric anomalies observed 
during earthquake occurrences, Geophys. Res. Lett., Vol. 31, L17110, 
doi:10.1029/2004GL019865

statistically 
sign

ifican
t

Cross‐Correlation between Anomalies and EQs

VHF帯の電波伝搬異常と東北沖の地震活動
との相関１日前から５日前にかけて有意 29

Liu et al., 2006, A statistical investigation of 
pre earthquake ionospheric anomaly, JGR Vol. 

111, A05304, doi:10.1029/2005JA011333

416 Anomalies
307 Precursors
M≥5.0電離層電子密度の異常の統計的研究，大きな地震ほど，

近くで発生した地震ほど，オッズが高い
30
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ＶＬＦ帯磁場観測

方位探査（馬場・浅田方式）

EQ961005

EQ961005, M4.4

Epicentral Direction

震央
方向

特徴
電磁波の見かけ到来方位を決定
波形記録から震央方向から到来する

電磁波の特徴を抽出

「地震電磁波」の特徴

・数日前から震央方向から到来し，動かない
ー＞ 雷活動は前線とともに移動

・内陸の浅い地震に有効
・海域で発生する地震では感度が低い

陸域でも海洋プレート内部の地震では
検知困難か

・シグナルの強度は雷に比べて１ケタ小さい
・観測点から１００ｋｍ程度，Ｍ４．５以上

Asada, T., H. Baba, M. Kawazoe, M. Sugiura: An attempt to 
delineate very low frequency electromagnetic signals associated 
with earthquakes. Earth Planets Space, 53, 52‐62, 2001. 31

• １９８０年代後半からＭＨＤ発電機を用いた実験が
行われた

• 目的は発電の基礎研究＋軍事目的
－＞ Ｓｔａｒ Ｗａｒｓ

Short Pulse を作るため，“光の弾丸”
－＞ 潜水艦との交信

• その後，固体地球研究に活用（物理探査）
• ＭＨＤは１９８９年に稼動停止
• ＭＨＤはロシア独自の技術

キルギスにおける能動監視・
地震誘発実験

（予知から制御へ・究極の地震防災）

32
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・地震の発生数は送信後2日目に最大となり、その値はバックグランド・レベルの1.7倍．
・最大値のあと数日かけて通常の値に戻る．

電磁パルスが，送信後2～6日かけてローカルな地震の発生数を高めたことを示唆．

送信前20日間と送信後20日間で発生した地震の総エネルギーを比較すると，送信後
は2.03×1015 Jであった．一方，MHD発電機から送出されたエネルギーは，1.1×109 Jと，
地震エネルギーの増加分よりも6桁小さい．つまり，電磁パルスが増加した地震のすべ
ての原因ではない．
MHD送信によって通常のテクトニクス場において地殻に蓄えられたエネルギーの解

放が加速したものと思われる．つまり，電磁パルスは一種のトリガーの役目を果たす
と考えられる．

２σ

33

ＭＨＤ実験により発見された潜在活断層
Mb  3.4 and  h  5 km of  Garm region

a) before MHD generator runs b) after MHD generator runs

既知の断層

1) Petrovskiy 3) MHD実験によって発見された断層

2) Darvaz-Karakulskiy
34
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国際的な動向

• 国際測地学・地球物理学連合(IUGG)はEMSEV（地
震火山現象に関する国際ワーキンググループ）を
2001年に設立

• アメリカは予知に悲観的だが，少しずつ変わりつ
つある(Tom Jordanがリーダー）

• イタリア（ＥＵ）、インドは短期予知のための電波伝
搬異常監視の観測網を展開

• 統計物理学からのアプローチ（地震活動解析、物
理学者の参入）

• 人工衛星観測の推進（短時間で大量のデータ取
得が可能）

35

地圏－大気圏－電離圏結合

国際測地学
地球物理学連合：IUGG
(IAGA‐IASPEI‐IAVCEI)

Inter Association Working 
Group on

Electromagnetic 
Studies of 

Earthquakes and 
Volcanoes 
(EMSEV)

http://www.emsev‐
iugg.org/emsev/

Kamogawa, 2006

第１回国際地震電磁気観測衛星
ワークショップ（JAXA, 2008） 36
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掘 高峰 委員

提供資料

委員提供資料
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Hori (2006)
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Hyodo�&�Hori�(2011)
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Matsu'ura�(2005)

120 60

GPS�
Hashimoto et al. (2009)

(Hok et al., 2011, JGR)
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(Hashimoto et al., 
2009, NGeo)

(Hok et al., 2011, JGR)
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(Noda et al., in prep.)
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松澤 暢 委員

提供資料

委員提供資料
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2011年東北地方太平洋沖地震

東北大学大学院理学研究科
地震・噴火予知研究観測センター

松澤暢

2012年8月6日（月）16:00‐19:00

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会

1

2006‐2010年
のM4以上の

地震の震央
分布

（深さ60km
以浅）

2

今回の地震の震源
域では普段から地
震活動が活発

小繰り返し地震も
活発

東海・東南海・南
海では普段の地震

活動は低調
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プレート境界の強度の違いを説明するモデル

3

Kanamori (1977）

新しいプレート

（高温，軽い，沈み
込み先端が浅い）

古いプレート

（低温，重い，沈み
込み先端が深い）

沈み込みにくい
＝境界面は

しっかりくっつく

沈み込みやすい
＝境界面は
くっつきにくい

スマトラの地震が発生して
も，プレートの年齢と巨大
地震との相関までは否定
されていなかった

Ruff and Kanamori (1980) の結果の再検討
Stein and Okal (2007)

4

Ruff and Kanamori (1980)
（1900年-1974年の地震）

Stein and Okal (2007) によって改訂され
たデータ（図はStein et al., 2012による）
（1700年-2004年の地震；
地域によって遡れる過去は異なる）
＋2011年東北地方太平洋沖地震
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貞観津波のシミュレーションと津波堆積物との比較

5

岡村・他，宮城県沖における重点的
調査観測 総括成果報告書，2010

シミュレーションによる浸水域
と津波堆積物の分布がよく一
致したのは...

Model  10
上端深さ：15km
サイズ：200km x 100km
すべり量：7m
Mw: 8.4

モデルから推
定される貞観
津波の浸水域

6

岡村・他，宮城県沖に
おける重点的調査観
測 総括成果報告書，
2010

名取川

阿武隈川

鳥の海

松川浦

阿武隈川より北は
現在の仙台東部道
路，南は６号線くら
いまで津波が到達
⇒ 今回と同じ

この報告を受けて，
地震調査委員会では
海溝型地震の長期評
価の改訂版を今年の
４月に出して，住民へ
の説明を強化しようと
していた矢先であった．
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本震前の変位速度

7

海上保安庁（2011）

ユーラシアプレート
に対する変位速度

陸上は，国土地理
院による2009年4
月～2010年4月の
F3解

GPSによる本震時の地殻変動

8国土地理院（2011）

東北地方は
太平洋沿岸
が5m，日本
海沿岸が
1m東に動い
たので，こ
の地震で4m
広がったこ
とになる．
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(2011)

9

海陸の地殻変動データから推定した
地震時すべり分布

10

海陸のデータを入れた場合 陸のGPSデータのみの場合

Iinuma et al. (2012)

長さ約500km，
幅約200kmの
広大な震源域

50m以上の大き

なすべりが狭い
範囲に集中
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海底圧力計で捉えられた津波

11

Maeda et al.（2011）

幅約200kmにお

よぶ幅広い震源
域による継続時
間の長い津波
⇒浸水が内陸
奥まで及ぶ

海溝付近の大き
なすべりによる

高い津波

長周期と短周期の励起の違い

12

2011 Tohoku, Japan earthquake (Mw 9.0) 2010 Maule, Chile earthquake (Mw 8.8)

Lay et al. (JGR, 2012) 
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本震前と
後のメカ
ニズム解
の変化

（Asano et 
al., 2011）

13

色は深さ
を表す

色はタイプ
を表す：

赤：低角逆
断層

緑：逆断層
青：正断層
黒：その他

本震前 本震後

(Hasegawa, Yoshida, Okada, EPS, 2011）

圧縮力軸方向が約30度変化⇒強度は20MPa程度⇒間隙水圧は静岩圧の約95%
（間隙水圧が無ければ，深さ25kmにおける強度は本来500MPa程度）

年東北地方太平洋沖地震前後の偏差応力変化から
推定されたプレート境界の低強度と高間隙水圧

14

A

B

本震前 本震後

赤：最大圧縮力軸
緑：中間主応力軸
青：最小圧縮力軸

赤：領域A
青：領域B

本震前後の応力の主軸方向の変化．95%の信頼
範囲を着色して示す． 最大圧縮力軸の方向の時間変化

強度≒20MPa は，見かけの摩擦係数μ’≒0.03 に相当
⇒ Furukawa & Uyeda (1989), Wang & Suyehiro (1999) , Ariyoshi et al. (2007) と同等
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現時点で考えられている今回のM9の地震の発生のしくみ

15

普段は滑って
いるときも摩
擦抵抗が働く

今回は滑っているとき
に摩擦抵抗がゼロ近
くになるまで上盤が完
全に跳ね上がった

海溝近くで特に長期に
渡ってひきずりこんだ
領域があった

文部科学省（2004）に加
筆

東北日本
および

西南日本
の

すべり
欠損分布
（国土

地理院，
2011）

16

1990年代末～
2000年代初頭
にかけては
固着が強い

2000年代末は
固着が弱い
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解析領域端でのゼロ拘束の条件を
外した場合の滑り欠損推定結果（西村，2012）

17

1997/10‐1999/10 2008/10‐2010/10

東北沖地震時滑り（太線），余効
滑りの解析（細線）は，国土地理
院(2011)．三陸はるか沖地震の
滑り域は，Nishimura et al.(2000)

東北沖地震滑り分布

1994年
三陸はるか沖

等値線間隔：2cm/年，灰色領域：フォワードスリップ
斜線領域：誤差大(3cm/年)の領域

解析手法：Nishimura et al. (2004)とほぼ同じ．ただし
領域の端での滑り０拘束なし．

1984‐2010.4.8のデータに基づく小繰り返し地
震の分布（Uchida and Matsuzawa，2011）

1994

2003

海陸の測地データに基づく2011年東北地方太
平洋沖地震のすべり分布（Iinuma et al., 2012）

太平洋プレート表面の小繰り返し地震グループの分布と
2011年東北地方太平洋沖地震のすべり分布

18
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海岸の沈降と，それを説明するモデル（池田，2011）
海岸は地震時も地震間も常に沈降を続けている

19

海岸の沈降と，それを説明するモデル（池田，2011）

海岸が沈降しているのは，海の下の地震性域が強く固着して
いるからではなく，陸の下の非地震性域が「固着」しているから

20
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海岸の沈降と，それを説明するモデル（池田，2011）

陸の下が滑って，ようやく海岸は隆起する

21

陸の下の余効すべりは顕著ではなく，なかなか海岸が隆起しない

国土地理院（2011）

22
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海岸はもとに戻るのか？
• 今のままでは東北の海岸は元に戻りそうもない

• 戻る可能性

１）海底下の余効すべりが停止し，陸域下の余効すべり
だけが長期に継続

２）陸域下プレート境界で巨大なスローイベント発生

３）海岸に近い海底下で大きなプレート境界地震が発生し
てから，陸域深部で大きな余効すべり

４）海岸付近で陸域深部も含めたプレート境界大地震

５）上盤で大地震の発生（宮内, 2011）

６）隆起させる粘弾性変形がやがて優位になる

• 戻らない可能性

７）造構性侵食によるものなので戻らない（Heki, 2004）
23

反省と対策
• 海溝付近の小繰り返し地震の生じない場所は，非地震性すべりを

生じていて固着していないと思い込んでいた．
⇒思い込みを排して海底地殻変動観測による検証の推進

• 貞観地震のような巨大な地震はめったに起こらないと思っていた．
⇒地質学者や古地震学者との連携を強化

• 貞観地震の存在は知っていたが，その発生機構として間隙圧の時
間変化というモデルしか思いつけなかった．
⇒様々なシミュレーション研究者との連携強化

• プレート境界の強度が低くても，応力をすべて解放する地震が生じ
れば，プレート境界が数十m動きうることに思い至らなかった．
⇒応力をすべて解放するメカニズムの解明の推進

• 単純な二元論的アスペリティモデルに思考が制約された．
⇒摩擦構成則に基づく，より柔軟なモデルによる検討の推進

• M9クラスの地震の経験が圧倒的に不足
⇒国際共同研究による全地球のM9地震の総合的研究の推進

24
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小泉 尚嗣 氏

提供資料

有識者提供資料
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年南海地震前 地下⽔変化と地殻変動1946年南海地震前の地下⽔変化と地殻変動

小泉尚嗣・梅田康弘・板場智史

独立行政法人産業技術総合研究所
活断層・地震研究センター活断層・地震研究センタ

事実
・南海地震前の四国・紀伊半島における地下水変化→基本的に低下

概要１

・南海地震前の四国・紀伊半島における地下水変化→基本的に低下
a.温泉の水位・湧出量低下
・道後温泉・湯峯温泉の水位・湧水量低下
歴史的に繰り返している 地震前から変化したかどうかは不明・歴史的に繰り返している。地震前から変化したかどうかは不明。

・地震時～地震後の低下については、静的な体積歪変化で定量的説明可。
・勝浦（紀伊半島）の温泉の湧出量低下：1946 年南海地震の6時間前。

太 洋 岸部 浅 水 水 れ 数b.太平洋沿岸部の浅い地下水の水位低下（井戸涸れ→数十ｃｍ以上）。
・1946年南海地震と1854年南海地震前に水位低下の報告。
・ただし、水位が上昇していた場合はわからなかった可能性がある。
・広範囲だが出現率低い（10％以下）。
・同じ場所（集落）の中でも水位低下する井戸としない井戸有り。
・海岸近傍の井戸水位は変化せず、離れた井戸の水位が低下した例がある。海岸近傍の井戸水位は変化せず、離れた井戸の水位が低下した例がある。

考えられる原因
・温泉：被圧地下水と考えられ体積歪変化に対して敏感なので、前兆すべりに

よる体積歪変化で定量的にも説明可能よる体積歪変化で定量的にも説明可能。
・浅い地下水の場合：不圧地下水と考えられ体積歪変化に対しては感度低

い。定性的には前兆すべりによる海岸の隆起（数cm程度）で説明可能だが、
定量的には数十 以上の水位低下は説明できない 出現率の低さも説明定量的には数十cm以上の水位低下は説明できない。出現率の低さも説明
出来ない。

1
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調査1：地震前の海水位低下の有無。
あったかもしれないが 相互に矛盾する報告 局所的に小規模な津波？

概要２

あったかもしれないが、相互に矛盾する報告。局所的に小規模な津波？
調査2：地震前の海岸隆起の有無。

水路要報（1948）から→数十ｃｍ以上の隆起があった？
検潮記録から 10 程度の隆起があ た？検潮記録から→10cm程度の隆起があった？

結論
結 「広範 だが 率 浅 水 を説 きな１と２の結果→「広範囲だが出現率低い」浅い地下水位の低下を説明できない。

最大公約数的仮説
・広範囲に地震前に地殻変動が生じた。基本的には小規模だったが、局所的に
は大きい所もあったかもしれない。
・局所的に存在する、（地殻変動を増幅する）地下水位変化メカニズム。このメカ
ニズムには複数説あり。ズムには複数説あり。

対応策
・GPS・海水位（検潮所・海底津波計）・歪計・傾斜計による地殻変動モニタリンGPS 海水位（検潮所 海底津波計） 歪計 傾斜計による地殻変動モニタリン

グ。
・地下水位を観測して地殻変動データと比較検討し上記メカニズムを探る。

過去の南海地震と温泉水位・湧出量の低下

四国・紀伊半島における地下水変化

道後 湯峯

▼ ？▼ ？

？ ？

道後温泉 湯峯温泉

？ ▼

？ ？

？ ▼
？ ？

▼ ▼
▼ ▼
▼ ▼？

ただし、地震前に低下があったかどうかは不明。
地震後の水位等低下の要因→静的体積歪変化＞地震動

2
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1946年昭和南海地震直前（１－１０日前）の
浅い地下水の変化浅い地下水の変化

(水路局 1948)(水路局, 1948)

道後温泉
湯峯温泉

出現率は低いが広範
囲に地震前の異常水
位低下が分布

震央

南海地震

位低下が分布

南海地震

水路局（1948）から作成

11 ：浅い地下水の水位が地震前に低下
1 ：温泉の湧水量が地震前に低下

数十cm ?

3：地震前の水の濁り

1 ：温泉の湧水量が地震前に低下

調査箇所は160箇所以上

1946年昭和南海地震直前（１－１０日前）の
浅い地下水の変化

1854年安政南海地震前の
浅い地下水の変化浅い地下水の変化

(水路局 1948)

浅い地下水の変化

重富・他.(2005)(水路局, 1948)

道後温泉
湯峯温泉

重富 他.(2005)

出現率は低いが広範
囲に地震前の異常水
位低下が分布

震央

南海地震

位低下が分布

南海地震

水路局（1948）から作成

11 ：浅い地下水の水位が地震前に低下
1 ：温泉の湧水量が地震前に低下

数十cm ?

3：地震前の水の濁り

1 ：温泉の湧水量が地震前に低下

調査箇所は160箇所以上

3

－ 80 －



予想される地震前の海

南海地震のプレスリップによる
地震前の地盤の隆起シミュレ ション

岸部の浅い地下水の水
位変化最大値

→ 小さすぎる！地震前の地盤の隆起シミュレーション

（京都大学地震予知研究センター（2003））

→ 小さすぎる！

予想される地震前の温予想される地震前の温
泉水の水位変化最大値
これなら検出可能か。南海地震のプレスリップによる

地震前の地面の伸縮シミ レ シ ン地震前の地面の伸縮シミュレーション
（京都大学地震予知研究センター（2003））

4
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出現時間に幅

調査1：地震前の海水位低下

5
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調査1：地震前の海水位低下

海水面の低下の報告
場所の近傍で変化無し
とされている所もある。

小さな津波＋湾の静振
（セイシ ）では震幅を（セイシュ）では震幅を
説明出来ない。

昭和南海地震 1946年12月21日04時19分 M8.0

1946年南海地震前の井戸水位と海水位

調査1：地震前の海水位低下

1946年南海地震前の井戸水位と海水位

四国太平洋沿岸の広い範囲で異常が見られた四国太平洋沿岸の広い範囲で異常が見られた
★ 井戸の水位低下

15カ所，
1週間前から直前と時間はばらつく1週間前から直前と時間はばらつく。
低下量1.5m～3m
低下が認められなかった所：ほとんど

★ 海水位の低下
９カ所，
前 前 直前 前前夜（8時間前）から直前（1.5時間前）
最大2m～2.3m（宇佐港，野見湾）
異常が認められなかった港6カ所

海水位の低下で井戸水位の低下をすべて
説明する は困難説明するのは困難。

6
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調査2：地震前の海岸隆起

地理調査所（現：国土地理院）のデータ

調査2：地震前の海岸隆起

0.6

0.8
須崎（BM.4673）

南海地震

0

0.2

0.4

-0.4

-0.2

0
-1.2m

-0.8

-0.6

1890 1910 1930 1950 1970

測定年 成果値(m) 差（m）

地理調査所

地震時の隆起・沈降については
1898 5.5546 0

1931 5.5715 0.0169

1939 5.652 0.0974

1953 4 9874 0 5672

地震時の隆起 沈降については
調査データがある

1953 4.9874 -0.5672

1965 5.184 -0.3706

7
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調査2：地震前の海岸隆起

海上保安庁水路局
（現：同庁海洋情報部）

地震時に沈降する場所では、誤差
（0.1-0.3ｍ）を考慮しても、長期間の

(水路局)
変動より地震時の変動が大きい。
→地震前に隆起？

(水路局)

(地理調査所)

8
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須崎（BM 4673） 0 8

調査2：地震前の海岸隆起

須崎（BM.4673）

南海地震
0 2

0.4

0.6

0.8 地理調査所のデータ

地理調査所
測定年

成果値
(m)

差（m）

1898 5.5546 0

1931 1 0 0169
-0.4

-0.2

0

0.2

1931 5.5715 0.0169

1939 5.652 0.0974

1953 4.9874 -0.5672

1965 5 184 0 3706

-0.8

-0.6

0.4

1890 1910 1930 1950 1970
1965 5.184 -0.3706

0.4

0.6

0.8
⽔路局のデータ

⽔路局
測定年

測定値
の差

嵩上げ値

1928 0 0.015

1946 0 6 0 615 0 4

-0.2

0

0.2

1946 0.6 0.615

1947 -0.6 -0.585

-0.8

-0.6

-0.4

1890 1910 1930 1950 1970

地理調査所の成果値と⽔路局のデータを

調査2：地震前の海岸隆起

地理調査所の成果値と⽔路局のデ タを
結合させた須崎（BM.4673）の変動図

測定年
結合値
( )

0.6

0.8
須崎（BM.4673）

測定年
(m)

1898 0

1928 0.0154

1931 0.0169
0.2

0.4

1939 0.0974

1946 0.615

1947 -0.585
-0.2

0

1953 -0.5672

1965 -0.3706

網掛けは⽔路局の 0 8

-0.6

-0.4

網掛けは⽔路局の
データ

-0.8
1890 1910 1930 1950 1970

9
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調査2：地震前の海岸隆起

数十cm以上の隆起量
多くの人が気づくはず？
多数の井戸が涸れるはず？多数の井戸が涸れるはず？

土佐清水潮位 前

調査2：地震前の海岸隆起

250

300

土佐清水潮位 12.5日前 南海地震

150

200

0

50

100

10cm位は直前に隆起？

40⽇前 12.5⽇前

⼩林・他（2002）
10
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事実1:勝浦温泉の地震前湧出量低下→前兆すべりによる体積歪変化で説明可
事実2：浅い地下水の数十cm以上の水位低下 広範囲だが出現率低い

結論

事実2：浅い地下水の数十cm以上の水位低下。広範囲だが出現率低い。
→前兆すべりによる海岸隆起のみでは説明不可能。

調査1：地震前の海水位低下。調査1：地震前の海水位低下。
あったかもしれないが、相互に矛盾する報告。

調査2：地震前の海岸隆起の有無。
水路要報（1948）から→数十ｃｍ以上の隆起？水路要報（1948）から→数十ｃｍ以上の隆起？
検潮記録から→10cm程度の隆起？

結論
１と２の結果→「広範囲だが出現率低い」浅い地下水位の低下を説明できない。

最大公約数的仮説
広範囲 地震前 地殻変動が生じた 基本的 は小規模だ たが 局所的・広範囲に地震前に地殻変動が生じた。基本的には小規模だったが、局所的に

は大きい所もあったかもしれない。
・局所的に存在する、（地殻変動を増幅する）地下水位変化メカニズム。このメカ
ニズムは不明。

対応策
海水位 検潮 海底津波計 計 傾斜計 殻変動 タ グ・GPS・海水位（検潮所・海底津波計）・歪計・傾斜計による地殻変動モニタリング。

・地下水を観測して地殻変動データと比較検討し上記メカニズムを探る。

産総研の地下水等総合観測産総研 水等総合観測

東海・紀伊半島・四国のデータはリア
ルタイムで気象庁に提供中

地震計

11
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鷺谷 威 氏

提供資料

有識者提供資料
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気象庁の東海地震予知業務について 

 

１．東海地震予知業務の概要 

 大規模地震対策特別措置法及び気象業務法では、東海地震が発生するおそれがあるとみ

とめた場合、気象庁長官が内閣総理大臣に「地震予知情報」を報告し、気象庁長官の報告

を受けた内閣総理大臣は、直ちに閣議に諮った上で、警戒宣言を発する（参考１）。 

また、気象庁は、防災機関の東海地震に係る適切な防災対応に資するため、東海地域の

地殻活動を常時監視し、検知された異常等地殻活動状況に応じて「東海地震に関連する調

査情報」「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」の３段階から成る「東海地震に関連す

る情報」を適宜発表する。このうち、「東海地震注意情報」は、異常が東海地震の前兆であ

る可能性が高まった時に発表し、防災機関は準備行動を行う。「東海地震予知情報」は上記

の「警戒宣言」と同時に発表する。 

なお、観測された現象と東海地震との関連性などについて評価及び判定を仰ぐため、専

門家から成る「地震防災対策強化地域判定会」（以下、「判定会」という。）を定期的にある

いは随時開催している。 

これらの情報を受け、地震防災対策強化地域内の関係機関及び住民は東海地震発生に伴

う被害の軽減を図るため、あらかじめ策定された「東海地震応急対策活動要領」などに基

づき各般の防災対策を実行する（図１）。

図１ 東海地震予知の概要 
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２．気象庁の東海地震予知戦術 

 東海地震の予知は、想定震源域

及びその周辺に整備したひずみ計

観測網により、プレート境界の固

着領域で発生する前兆すべりによ

って生じた微小な地殻変動を検知

することにより行う（図２）（吉田

(2001）、上垣内・束田（2006））。

気象庁が東海地震予知業務を行う

に当たっての、科学的な根拠や監

視方法、情報の発表基準などにつ

いて以下に示す。 

 

 

 

 

２．１．前兆すべり 

 地下の断層面が急速にすべる現象である地震を模擬的に再現する岩石すべり実験におい

ては、地震波の放射を伴う急速なすべりの発生に先行して前兆すべり（断層面の一部がゆ

っくりとすべり始めるという非地震性の現象）が発生することが知られている（例えば、

Ohnaka et al.(1986)）。 

岩石すべり実験結果や、地震発生サイク

ルにおいてプレート境界で発生すると考え

られている諸現象を統一的に説明する理論

の一つとして、岩石のすべり面に働く摩擦

力がすべり速度やすべり面の状態に依存す

るというものがある（速度・状態依存の摩

擦則）（Dieterich (1979); Ruina (1983); Scholz 

(1998)）。 

この理論をプレート境界面に当てはめ、

①プレートの境界の普段強く固着している

領域（想定震源域に相当）を、すべり速度

が増大するとともに摩擦力が低下し、急速

なすべりが発生する領域（不安定なすべり

が発生する領域）、②その周辺と深部を、す

べり速度とともに摩擦力が増大し、安定的

なすべりが発生する領域（安定的なすべり

が発生する領域）、と設定して数値シミュレ

ーションを行うと、急速なすべり（巨大地震）の前に、固着している領域の一部で非地震

性のすべりが発生する（Tse and Rice(1986））。これが前兆すべりに相当する（図３）。 

図２ 気象庁の東海地震予知戦術 

①

②

①：不安定なすべりが発生する領域
②：安定的なすべりが発生する領域

①②

す
べ
り
変
位

前兆すべり

余効すべり
安定的なすべり

時間

地震

図３ プレート境界で発生するすべりのイメージ図。 

すべり変位の図は、Scholz (1998) より改変引 
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図４ 東海地域の観測網 

 速度・状態依存の摩擦則に基づく数値シミュレーションによれば、前兆すべりだけでな

く、巨大地震の繰り返し発生や、プレートの沈み込みに伴う地殻変動、後述する想定震源

域より深部のプレート境界で発生するゆっくりすべりとそれに伴う地殻変動などの、東海

地方で実際に観測されているインターサイスミックな現象も再現されている（参考２）。 

以上のことから、気象庁では、岩石すべり実験と数値シミュレーションで予想されてい

る“地震に先行して前兆すべりが発生する”というモデルを、東海地震の発生を直前に予

測する上での最も合理的な科学的根拠として位置づけている。 

ただし、前兆すべりの発生場所や規模、巨大地震発生までの猶予時間等については、断

層形状などのモデルの立て方や摩擦などのパラメータの設定に依存していることから、数

値シミュレーションから、具体的な値を一意的に決めることはできない。 

なお、現在まで、巨大地震発生の直前に前兆すべりが観測されたと広く認められた事例

はないが（参考３）、これは、前兆すべりに伴う微小な地殻変動を捉えるために必要な観測

網が整備されていなかったことや，前兆すべりが観測網の検知能力を下回る程度の規模で

あったことなどが原因として考えられる。 

 

２．２．東海地震予知のためのひずみ計観測網 

 前兆すべりが発生した場合、周囲の地殻にごくわずかな地殻変動が生じる。前兆すべり

は、次第に規模を拡大して

巨大地震の発生に至ると

考えられることから、気象

庁では、東海地震の前兆す

べりが想定震源域のどこ

で発生したとしても、それ

に伴う地殻変動をできる

だけ早く、小さい段階のう

ちに検知できるように、東

海地震の想定震源域及び

その周辺の 27 か所のひず

み計観測点（うち、25 点は

気象庁、２点は静岡県が整

備）で地殻のひずみの変化を監視している（図４）。 

 ひずみ計は、地下 100～800ｍ深の岩盤に円筒状の金属筺体を密着させることで地殻のひ

ずみ変化を測る観測機器である。気象庁のひずみ計には体積ひずみ計と多成分ひずみ計が

あり、前者ではひずみ計の筺体の体積変化を、後者では筺体の直径の変化を、いずれも 10-9

～10-8 オーダーまで検知できる性能を有している。特に多成分ひずみ計においては、異な

る４方向の直径の変化を測ることにより、地殻のひずみの方向の変化も捉えることができ

る。 
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図５ ひずみ計データの補正 

 ひずみ計で観測したデータには、地球潮

汐や海洋潮汐、地震動、大気圧、降水など

による地殻のひずみ変化や、ひずみ計近傍

のローカルな変化、さらに、測器の原理上、

体積ひずみ計においては地温による影響、

多成分ひずみ計においては地球磁場によ

る影響などが含まれる。各観測点において

これらを除去するため既知の現象による

ものについては補正を行い（図５）、また、

隣接する観測点や多成分ひずみ計では別

成分との比較などを行うことにより、前兆

すべりに伴う地殻変動の検知精度を高め

ている。また、最近では、いくつかの観測

点のデータを足し合わせることにより

S/N 比を向上させる「スタック処理」も試

験的に取り入れている（参考４）。 

  

図６に、気象庁のひずみ計観測網の前兆

すべりの検知能力を表す指標として、想定震源域及び周辺で前兆すべりが発生し、それに

よって複数のひずみ観測点のデータに「有意な変化」が観測され始めるときの前兆すべり

の規模（Mw）を示す。前兆す

べりは Hirose et al.(2008）の

プレート境界で発生するもの

とし、すべりの方向はフィリ

ピン海プレートの沈み込み方

向と逆向きになるように設定

している。なお、ここでいう

「有意な変化」とは、地球潮

汐など要因の分かっている変

化や過去に繰り返してみられ

るローカルな変化など既知の

変化を取り除いたあとのひず

み計データに、さらに残るノ

イズのレベル（1.5 年間の基準

期間中に現れたノイズのうち、

第２番目に大きい値）の２倍

以上に相当する異常な変化である。 

前兆すべりの規模は明らかではないが、Kanamori(1996)に従い前兆すべりは破壊の最終規

模の高々１％程度であるとすると、東海地震の想定規模 Mw8.0 に対して前兆すべりは

Mw6.5 に相当する。想定震源域の陸域内において前兆すべりが発生した場合は、Mw6.5 に

対して十分小さい規模の段階に複数点で検知できる。一方で、陸から遠いところでは前兆

図６ 気象庁ひずみ計観測網の検知能力 
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すべりが Mw6.0 より大きくならないと複数点での検知ができない。 

 

２．３．東海地震に関連する情報の発表基準 

 複数のひずみ計観測点で同時に変化が検知された時には、その変化が前兆すべりに対応

している可能性が高まり、さらに、検知した観測点が増えた場合は、前兆すべりが拡大し

ていると推定できる。気象庁では、この状況に合わせて「東海地震に関連する情報」を発

表する（横田他（2011））。各情報の発表には具体的な基準を設けており、ひずみ計のデー

タ変化に基づく発表基準は表１のとおりである（過去の基準については、参考５）。 

 

表１ 「東海地震に関連する情報」の発表基準 

カテゴリ ひずみ計のデータ変化に基づく発表基準 

東海地震に関連する

調査情報（臨時） 

１カ所以上のひずみ計で有意な変化を観測し、同時に他の複数の観測点でも

それに関係すると思われる変化を観測している場合 

 

東海地震注意情報 

２カ所以上のひずみ計で有意な変化を観測し、同時に他の観測点でもそれに

関係すると思われる変化を観測した場合であって、判定会において、その変

化が前兆すべりである可能性が高まったと判定された場合 

３カ所以上のひずみ計で有意な変化を観測し、東海地震の発生のおそれにつ

いて検討が必要と判断した場合（急激な変化が観測され、「判定会」の開催が

間に合わない場合の基準） 

 

東海地震予知情報 

（地震予知情報） 

 

３カ所以上のひずみ計で有意な変化を観測し、判定会において、その変化が

前兆すべりによるものであると判定された場合 

５カ所以上のひずみ計で有意な変化を観測（或いはそれに相当する現象を観

測）し、かつその変化を基に推定した前兆すべり（プレスリップ）の発生場

所が、東海地震の想定震源域内に求まった場合（急激な変化が観測され、「判

定会」の開催が間に合わない場合の基準） 

  

 

２．４ 予知の不確実性 

 ２．１項で示したように前兆すべりの発生場所や規模、巨大地震発生までの猶予時間は

一意に決めることができないため、前兆すべりが現状のひずみ観測網により検知できる規

模よりも小さい段階で東海地震の発生に至ると前兆すべりによる地殻変動を検知できず、

「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」の事前の発表ができない。また、前兆すべりの

時間発展が急速だと、検知はできたとしても情報の発表が間に合わないことも考えられる。

また、前兆すべりの規模と地震の規模との関係は必ずしも明らかではなく、前兆すべりを

検知できたとしても引き続く地震が想定通りの規模になるとは限らない。 

このように東海地震予知を確実に実行できない場合が考えられるが、気象庁の東海地震

予知は、“地震に先行して前兆すべりが発生する”というモデルに基づき、東海地域におい

て前兆すべりに起因すると考えられる地殻変動が検知できれば、地震発生に向けて事態が

進行し始めたと解釈し、当該地域であらかじめ想定していた地震（東海地震）が発生する

おそれがあることを伝えようというものである。
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３．その他の地殻活動の監視 

 想定震源域の北西側のひずみ計や国土地理院の GEONET、(独)防災科学技術研究所の

Hi-net などでは、半年から 1 年の間隔をおいて、同時に複数の観測点で２～10 日程度継続

する通常とは異なる地殻変動が観測されている。また、その発生場所付近では同時期に「深

部低周波地震（微動）」と呼ばれる、通常より長周期の波が卓越する地震が多数発生する。

これらは、想定震源域の北西側にあたるやや深い 30～40km 深のプレート境界でゆっくり

したすべりが発生しているためと考え

られており、この現象は「短期的ゆっく

りすべり」と呼ばれている。気象庁では

この地殻変動をひずみ計観測網で検知

し（図７左）、プレート境界のすべり現

象が発生していると仮定してそのすべ

り位置を推定している（図７右）。この

短期的ゆっくりすべりの 1 回の活動の

規模は、ひずみ計データから Mw５クラ

スと推定している。 

 これまでひずみ計観測網で前兆すべりを捉えたことはないが、ひずみ観測網の外側で発

生していると考えられる短期的ゆっくりすべりを Mw５クラスから検知できているという

事実は、図６で示した検知力を裏付けるものである。 

一方、2000 年ごろから、国土地理院の GEONET などにより、想定震源域の西側のプレ

ート境界が５年程度継続してゆっくりとすべる現象が観測された。また、想定周辺域周辺

の光波測距（Kimata et al.(2001)）や検潮 （小林・吉田(2004)）などのデータからは、1980

年前後、1990 年前後にも同様な現象があった可能性が示されている。これらは、「長期的

ゆっくりすべり」と呼ばれている現象である。 

 短期的ゆっくりすべりや長期的ゆっくりすべりは、前兆すべりと同じくプレート境界で

発生する非地震性の現象であり、想定震源域の近傍で発生していること、前述の数値シミ

ュレーションの結果には、巨大地震発生前には、これらの発生間隔が短くなるというもの

もあることから、気象庁では、ひずみ観測点と併せて国土地理院から分岐を受けたGEONET

データについても監視している。 

 

図７ 短期的ゆっくりすべり発生時のひずみ計変化とそれから推定される短期的ゆっくりすべりの位置 
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４．まとめ 

 東海地震予知業務は、地震に先行して前兆すべりが発生するというモデルに基づき、前

兆すべりに伴う微小な地殻変動を検知することにより地震の発生を予測しようとする

ものである。 

 前兆すべりが発生することは断層すべりに関する室内実験で確認されており、また、断

層すべりの状態を説明する「速度・状態依存摩擦則」に基づいた数値シミュレーション

によってもその発生が予想されている。 

 前兆すべりに伴う微小な地殻変動を検知するため、気象庁は東海地震の想定震源域の周

辺に整備したひずみ計観測網を用い２４時間体制で地殻変動を監視している。ひずみ計

観測網は Mw5.0～6.0 に相当する前兆すべりを検知できる性能を有している。 

 ただし、前兆すべりの規模や継続時間、発生場所によっては、前兆すべりを見逃す場合、

情報発表が地震に間に合わない場合があり、また、前兆すべりの規模と地震の規模との

関係は明らかでなく、想定の規模通りの地震とならないことも考えら、地震予知ができ

るかどうかは不確実である。 

 東海地震予知は、前兆すべりを地震発生に向けて事態が進行し始めた現れと解釈し、あ

らかじめ想定していた地震が発生するおそれがあることを伝えようというものである。
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（参考１） 

気象庁の東海地震予知業務に関連する法律 

 

大規模地震対策措置法（抜粋） 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一 地震災害 地震動により直接に生ずる被害及びこれに伴い発生する津波、火事、爆

発その他の異常な現象により生ずる被害をいう。 

二 地震防災 地震災害の発生の防止又は地震災害が発生した場合における被害の軽減

をあらかじめ図ることをいう。 

三 地震予知情報 気象業務法（昭和二十七年法律第百六十五号）第十一条の二第一項

に規定する地震に関する情報及び同条第二項に規定する新たな事情に関する情報をい

う。 

四 地震防災対策強化地域 次条第一項の規定により指定された地域をいう。 

五～十二 （略） 

十三 警戒宣言 第九条第一項の規定により内閣総理大臣が発する地震災害に関する警

戒宣言をいう。 

十四 （略） 

 

（地震防災対策強化地域の指定等） 

第三条 内閣総理大臣は、大規模な地震が発生するおそれが特に大きいと認められる地殻

内において大規模な地震が発生した場合に著しい地震災害が生ずるおそれがあるため、

地震防災に関する対策を強化する必要がある地域を地震防災対策強化地域（以下「強化

地域」という。）として指定するものとする。 

２～５ （略） 

 

（強化地域に係る地震に関する観測及び測量の実施の強化） 

第四条 国は、強化地域に係る大規模な地震の発生を予知し、もつて地震災害の発生を防

止し、又は軽減するため、計画的に、地象、水象等の常時観測を実施し、地震に関する

土地及び水域の測量（以下この条及び第三十三条において「測量」という。）の密度を高

める等観測及び測量の実施の強化を図らなければならない。 

 

（警戒宣言等） 

第九条 内閣総理大臣は、気象庁長官から地震予知情報の報告を受けた場合において、地

震防災応急対策を実施する緊急の必要があると認めるときは、閣議にかけて、地震災害

に関する警戒宣言を発するとともに、次に掲げる措置を執らなければならない。 

一 強化地域内の居住者、滞在者その他の者及び公私の団体（以下「居住者等」という。）

に対して、警戒態勢を執るべき旨を公示すること。 

－ 116 －



二 強化地域に係る指定公共機関及び都道府県知事に対して、法令又は地震防災強化計

画の定めるところにより、地震防災応急対策に係る措置を執るべき旨を通知すること。 

２ 内閣総理大臣は、警戒宣言を発したときは、直ちに、当該地震予知情報の内容につい

て国民に対し周知させる措置を執らなければならない。この場合において、内閣総理大

臣は、気象庁長官をして当該地震予知情報に係る技術的事項について説明を行わせるも

のとする。 

３ 内閣総理大臣は、警戒宣言を発した後気象庁長官から地震予知情報の報告を受けた場

合において、当該地震の発生のおそれがなくなつたと認めるときは、閣議にかけて、地

震災害に関する警戒解除宣言を発するとともに、第一項第一号に規定する者に対し警戒

態勢を解くべき旨を公示し、及び同項第二号に規定する者に対し同号に掲げる措置を中

止すべき旨を通知するものとする。 

 

 

気象業務法（抜粋） 

 

（地震防災対策強化地域に係る地震に関する情報等の報告）  

第十一条の二  気象庁長官は、地象、地動、地球磁気、地球電気及び水象の観測及び研究

並びに地震に関する土地及び水域の測量の成果に基づき、大規模地震対策特別措置法（昭

和五十三年法律第七十三号）第三条第一項 に規定する地震防災対策強化地域に係る大規

模な地震が発生するおそれがあると認めるときは、直ちに、政令で定めるところにより、

発生のおそれがあると認める地震に関する情報（当該地震の発生により生ずるおそれの

ある津波の予想に関する情報を含む。）を内閣総理大臣に報告しなければならない。  

２ 気象庁長官は、前項の規定により報告をした後において、当該地震に関し新たな事情

が生じたと認めるときは、その都度、当該新たな事情に関する情報を同項の規定に準じ

て報告しなければならない。この場合において、同項中「内閣総理大臣」とあるのは、

「内閣総理大臣（大規模地震対策特別措置法第十条第一項 の規定により地震災害警戒本

部が設置されたときは、内閣総理大臣及び地震災害警戒本部長）」と読み替えるものとす

る。  
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（参考２） 

 

地震発生の数値シミュレーションと東海地域の監視に係る課題 

 

気象庁では平成 21、22 年度に「東海地震の予知手法等に関する勉強会」を開催し、近年

の数値シミュレーション研究とその結果を踏まえた東海地震予知のための監視の課題につ

いて検討を行った。 

 

１．数値シミュレーションモデルの検討 

本会では４つのモデルについて検討した。これらは、いずれもプレート境界面の摩擦が

境界面におけるすべりの速度や境界面の状態に依存しているとする法則（速度・状態依存

則）を前提としている。なお、数値シミュレーションに使用するパラメータには仮定が含

まれ、パラメータによってその結果は変わりうることには注意が必要である。 

 

＜東京大学地震研究所の加藤尚之氏によるモデル＞ 

 深いところからの破壊が始まることを再現するモデル。ポイントは次のとおり。 

① すべり速度が低速のときには速度弱化（速度が大きくなるとともに摩擦による抵抗力

が小さくなる）、高速では速度強化（速度が大きくなるとともに摩擦による抵抗力が

大きくなる）の摩擦特性を仮定すると、ゆっくりすべりを再現でき、大きな前兆的な

地殻変動がシミュレートできた。 

② 用いる摩擦パラメータを変えると、破壊開始点である震源の深さやプレート間の固着

の状況に、大きく影響をおよぼす。 

＜参考文献：Kato(2003a), Kato(2003b), Kato(2004), Kato and Seno(2003)＞ 

 

＜気象研究所の弘瀬冬樹氏によるモデル＞ 

 南海トラフ沿いで繰り返し発生する巨大地震と東海地域の長期的ゆっくり滑りを再

現するモデル。ポイントは次のとおり。 

① 東海地域の長期的ゆっくりすべりを再現でき、巨大地震の前に長期的ゆっくりすべり

の速度が増加した。 

② 地震発生前に、紀伊半島沖で前兆すべりが発生する可能性が示唆された。シミュレー

ション結果から、地震の約１か月前からＧＰＳで観測可能な大きさの地殻変動がみら

れた。 

③ 繰り返し発生する巨大地震の２回に１回は東海地域が割れ残るモデルが得られた。 

  ＜参考文献：気象研究所技術報告(2011)＞ 

 

＜建築研究所の芝崎文一郎氏によるモデル＞ 

 低周波微動と短期的ゆっくりすべりを再現するモデル。ポイントは次のとおり。 

① 紀伊半島や東海地域で、地域ごとにセグメントにわかれる短期的ゆっくりすべりを再

現できた。 

② 紀伊半島と東海地域で発生間隔のことなる短期的ゆっくりすべりが再現でき、発生が

連動する場合のあることが再現できた。 
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＜参考文献：Sibasaki et al.(2010)＞ 

 

＜防災科学技術研究所の松澤孝紀氏によるモデル＞ 

 上の芝崎氏のモデルをもとに、境界面におけるすべりの速度により摩擦の大きさに変

化を加え、短期的ゆっくりすべりと長期的ゆっくりすべりの両方を再現するモデル。ポ

イントは次のとおり。 

① モデルでは、大地震が約 110 年間隔で繰り返し発生することが再現できた。 

② 大地震の発生後、次の大地震が発生するまでの間は、短期的ゆっくりすべりの再来間

隔が徐々に短くなる傾向がみられた。 

③ 大地震発生領域とゆっくりすべり発生領域の間の領域では、一過性のゆっくりすべり

が地震サイクル間に発生する。 

＜参考文献：Matsuzawa et al.(2010)＞ 

 

 

２．数値シミュレーションの結果を踏まえた監視のポイント・課題 

（１）地震発生のシミュレーションでは、大規模な地震の前に前兆すべりが発生すること

が示された。 

 

（２）シミュレーションでは、短期的ゆっくりすべりおよび長期的ゆっくりすべりの発生

パターンが大地震発生前に変化することが示された。実際に観測されている、これらの

ゆっくりすべりの発生間隔、大きさ等の監視が重要である。ゆっくりすべりの監視精度

を向上させ、発生場所や規模を正確に把握する必要がある。 

 

（３）観測可能な前兆すべりが、約１ヶ月継続するケースがあることがシミュレーション

されている。また、その場合、地震発生直前で、前兆すべりの変化を識別することは困

難である。このような場合は、現状の観測体制と枠組みの中では、地震予知情報、警戒

宣言が長期間にわたって継続せざるを得ない状況となる。 
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録
で

は
な

い
が

、
観

測
点

数
が

多
く
、

毎
日

使
用

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
か

ら
時

間
分

解
能

も
日

精
度

が
あ

る
。

井
戸

が
涸

れ
た

と
い

う
報

告
も

あ
る

こ
と

か
ら

、
年

周
変

化
以

上
の

大
き

な
水

位
変

化
が

あ
っ

た
と

思
わ

れ
る

。
ま

た
、

安
政

地
震

で
も

同
様

の
現

象
の

報
告

が
あ

る
。

井
戸

水
だ

け
か

ら
予

知
す

る
こ

と
に

は
否

定
的

。
川

辺
(1

9
9
1
)は

地
震

直
前

の
水

位
変

化
が

c
o
se

is
m

ic
な

変
化

と
同

じ
で

あ
る

こ
と

に
着

目
し

、
前

兆
滑

り
で

も
本

震
と

同
じ

断
層

が
滑

っ
た

可
能

性
を

指
摘

。
梅

田
・
他

(2
0
1
0
)で

は
、

特
定

の
井

戸
の

み
水

位
が

大
き

く
変

化
し

た
こ

と
に

着
目

し
、

三
角

州
な

ど
特

定
の

地
形

で
淡

水
層

の
水

量
全

体
の

動
き

か
ら

説
明

を
試

み
た

。

宮
本

(1
9
6
5
)

川
辺

(1
9
9
1
)

L
in

de
 a

n
d 

S
ac

ks
 (
2
0
0
2
)

梅
田

・
他

(2
0
1
0
)

議
論

出
典

プ
レ

ス
リ

ッ
プ

デ
ー

タ
の

信
頼

度
、

有
意

性

1
9
4
4
年

1
2
月

7
日

M
ｊ7

.9
　

東
南

海
地

震

1
9
4
6
年

1
2
月

2
0
日

M
j8

.0
　

南
海

地
震

観
測

方
法
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プ
レ

ス
リ

ッ
プ

（
前

兆
す

べ
り

）
の

可
能

性
の

あ
る

現
象

が
観

測
さ

れ
た

こ
と

が
報

告
さ

れ
て

い
る

事
例

　
（
２

／
３

）
地

震
発

生
　

年
月

日
規

模
　

お
よ

び
　

震
央

先
行

時
間

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
深

さ

長
周

期
歪

地
震

計
（
ベ

ニ
オ

フ
歪

計
）

約
1
5
分

9
.5

程
度

?
相

当
深

部
（
ア

セ
ノ

ス
フ

ェ
ア

領
域

）

G
2
、

R
2
な

ど
の

波
か

ら
本

震
の

di
p、

sl
ip

、
de

pt
h
を

決
め

ら
れ

る
ほ

ど
感

度
が

高
い

。
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
パ

サ
デ

ナ
の

観
測

方
位

も
良

好
。

ア
セ

ノ
ス

フ
ェ

ア
で

前
兆

す
べ

り
が

発
生

し
、

リ
ソ

ス
フ

ェ
ア

深
部

の
前

震
を

励
起

。
さ

ら
に

本
震

に
至

っ
た

と
考

察
。

K
an

am
o
ri
 a

n
d 

C
ip

ar
 (
1
9
7
4
)

長
周

期
地

震
計

（
世

界
の

６
観

測
点

）
1
4
～

2
0
分

9
.5

程
度

?
不

明

高
次

（
概

ね
7
次

以
降

）
の

自
由

振
動

は
明

瞭
。

一
連

の
波

形
に

つ
い

て
、

本
震

の
み

、
本

震
と

前
兆

滑
り

、
本

震
と

余
効

滑
り

、
本

震
と

前
兆

滑
り

と
余

効
滑

り
4
つ

の
モ

デ
ル

の
う

ち
、

ど
れ

が
最

も
波

形
を

よ
く
説

明
す

る
か

を
F
検

定
で

評
価

。

C
if
u
e
n
te

s 
an

d 
S
ilv

e
r 

(1
9
8
9
)

海
水

面
の

変
動

不
明

9
.3

～
9
.5

?
3
5
～

8
0
km

P
le

kf
e
r 

an
d 

S
av

e
ga

 (
1
9
7
0
)で

2
0
c
m

の
精

度
が

あ
る

と
み

な
し

て
い

る
1
3
1
の

地
点

の
デ

ー
タ

の
み

を
使

用
。

P
le

kf
e
r 

an
d 

S
av

e
ga

, 
1
9
7
0
の

デ
ー

タ
を

用
い

て
再

検
討

し
た

と
こ

ろ
、

相
当

深
部

（
深

さ
3
5
～

8
0
km

）
で

も
滑

り
を

起
こ

さ
な

け
れ

ば
デ

ー
タ

を
説

明
で

き
な

い
。

そ
の

深
さ

で
は

c
o
se

is
m

ic
な

滑
り

は
起

き
な

い
の

で
、

前
兆

す
べ

り
に

因
る

と
考

え
る

の
が

妥
当

。

L
in

de
 a

n
d 

S
ilv

e
r 

(1
9
8
9
)

1
9
6
4
年

6
月

1
6
日

M
j7

.5
 新

潟
地

震
水

準
測

量
1
0
年

程
度

7
.5

程
度

?
不

明

誤
差

は
2
c
m

程
度

に
対

し
、

変
位

は
3
～

4
c
m

。
最

大
隆

起
は

1
0
c
m

。

1
9
5
5
年

の
デ

ー
タ

に
変

動
が

見
ら

れ
た

。
こ

の
デ

ー
タ

は
越

後
平

野
の

地
盤

沈
下

等
を

よ
く
表

し
て

お
り

信
頼

性
が

高
い

と
も

言
え

る
が

、
こ

の
デ

ー
タ

を
抜

い
て

計
算

し
た

ほ
う

が
定

常
的

な
変

動
を

よ
く
表

す
と

も
指

摘
さ

れ
る

。
単

な
る

ガ
ス

採
取

の
影

響
と

の
指

摘
も

。

茂
木

(1
9
8
2
)：

懐
疑

的
藤

井
(1

9
8
2
)

ボ
ア

ホ
ー

ル
体

積
歪

計
（
秋

田
県

の
１

観
測

点
）

半
年

以
上

断
続

的
に

(短
時

間
の

滑
り

が
8
4
回

)

7
.4

程
度

?
（
6
.1

程
度

が
断

続
的

?)

3
0
km

以
深

（
地

震
断

層
よ

り
相

当
深

部
）

気
象

や
機

器
設

置
作

業
に

よ
る

影
響

と
は

考
え

に
く
い

。
本

震
後

数
日

間
続

い
た

規
模

の
大

き
な

地
震

が
落

ち
着

く
と

、
滑

り
も

見
ら

れ
な

く
な

っ
た

。

秋
田

県
の

一
点

で
し

か
捉

え
ら

れ
ず

断
層

面
が

求
ま

ら
な

い
が

、
5
0
×

6
5
km

を
仮

定
し

て
、

そ
の

断
層

が
何

回
滑

っ
た

か
を

計
算

。
岩

手
県

の
観

測
点

で
は

デ
ー

タ
に

変
化

が
な

か
っ

た
こ

と
も

拘
束

条
件

と
す

る
。

L
in

de
 e

t 
al

. 
(1

9
8
8
)

水
準

測
量

7
.8

年
4
.5

年
5
か

月
数

分

6
.7

～
7
.2

?
6
.7

～
7
.2

?
7
.1

～
7
.7

?
7
.3

～
7
.7

?

い
ず

れ
も

本
震

の
震

源
域

よ
り

深
い

地
震

前
の

複
数

の
期

間
で

同
様

の
隆

起
が

見
え

る
。

最
初

の
期

間
の

滑
り

速
度

(2
.5

c
m

/
年

)は
プ

レ
ー

ト
の

相
対

速
度

(1
.6

c
m

/
年

)よ
り

も
大

き
い

。

全
体

で
４

つ
の

期
間

に
分

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
１

つ
め

、
２

つ
め

は
水

準
測

量
、

３
つ

め
は

歪
計

(L
in

de
 e

t 
al

., 
1
9
8
8
)、

４
つ

め
は

津
波

(S
h
u
to

 e
t 

al
., 

1
9
9
5
)か

ら
求

め
ら

れ
た

。
４

つ
の

期
間

で
比

較
す

る
と

、
滑

り
が

加
速

し
て

い
る

様
子

が
分

か
る

。

Iio
 e

t 
al

. 
(2

0
0
2
)

デ
ー

タ
の

信
頼

度
、

有
意

性
議

論
出

典

1
9
6
0
年

5
月

2
2
日

M
w

9
.5

　
チ

リ
地

震

1
9
8
3
年

5
月

2
6
日

M
w

7
.7

　
日

本
海

中
部

地
震

プ
レ

ス
リ

ッ
プ

観
測

方
法
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プ
レ

ス
リ

ッ
プ

（
前

兆
す

べ
り

）
の

可
能

性
の

あ
る

現
象

が
観

測
さ

れ
た

こ
と

が
報

告
さ

れ
て

い
る

事
例

　
（
３

／
３

）
地

震
発

生
　

年
月

日
規

模
　

お
よ

び
　

震
央

先
行

時
間

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
深

さ

1
9
8
9
年

5
月

2
3
日

M
w

8
.2

  
M

ac
qu

ar
ie

 R
id

ge
（
ニ

ュ
ー

ジ
ー

ラ
ン

ド
と

南
極

大
陸

の
間

）

広
帯

域
地

震
計

1
0
0
秒

以
上

7
.6

本
震

断
層

深
部

の
上

部
マ

ン
ト

ル
（
低

周
波

を
用

い
て

推
定

し
た

セ
ン

ト
ロ

イ
ド

が
高

周
波

を
用

い
た

推
定

結
果

よ
り

も
深

い
と

い
う

解
析

結
果

に
基

づ
く
推

論
）

デ
ー

タ
は

当
時

の
高

ダ
イ

ナ
ミ

ッ
ク

レ
ン

ジ
、

広
帯

域
3
成

分
デ

ジ
タ

ル
地

震
計

に
よ

る
も

の
。

遠
地

波
形

デ
ー

タ
の

低
周

波
部

分
（
<
6
m

H
z）

に
見

ら
れ

る
振

幅
と

位
相

遅
れ

の
周

波
数

依
存

性
を

説
明

す
る

よ
う

推
定

し
た

震
源

時
間

関
数

に
、

前
駆

的
な

す
べ

り
が

見
ら

れ
る

。
同

様
の

解
析

を
他

の
地

震
（
1
9
9
2
年

ラ
ン

ダ
ー

ス
地

震
、

1
9
8
9
年

ロ
マ

プ
リ

エ
タ

地
震

等
）

に
適

用
し

た
結

果
は

、
近

地
波

形
デ

ー
タ

か
ら

推
定

さ
れ

た
メ

カ
ニ

ズ
ム

や
震

源
時

間
関

数
と

調
和

的
。

波
形

デ
ー

タ
自

体
に

は
、

前
駆

的
な

す
べ

り
に

対
応

す
る

相
は

見
ら

れ
な

い
。

長
周

期
の

自
由

振
動

の
解

析
か

ら
は

、
前

駆
的

な
す

べ
り

の
直

接
的

な
証

拠
は

見
つ

か
ら

な
か

っ
た

。
震

源
過

程
の

デ
ィ

レ
ク

テ
ィ

ビ
テ

ィ
を

考
慮

せ
ず

に
解

析
を

行
う

と
、

振
幅

や
位

相
遅

れ
に

バ
イ

ア
ス

が
か

か
っ

て
見

え
る

可
能

性
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

Ih
m

le
 e

t 
al

. 
(1

9
9
3
)

K
e
da

r 
e
t 

al
. 
(1

9
8
9
)：

懐
疑

的

1
9
9
7
年

1
2
月

5
日

M
w

7
.8

　
カ

ム
チ

ャ
ツ

カ
地

震

連
続

Ｇ
Ｐ

Ｓ
（
固

定
点

以
外

に
６

観
測

点
）

7
～

2
0
日

7
.7

約
3
0
km

デ
ー

タ
は

2
4
時

間
平

均
値

で
3
～

4
m

m
の

精
度

。
地

震
直

前
に

不
自

然
な

（
複

雑
す

ぎ
る

）
変

動
を

示
し

て
い

な
い

か
確

認
。

求
め

ら
れ

る
前

兆
す

べ
り

は
、

本
震

と
は

異
な

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

と
な

る
。

ま
た

、
変

位
量

が
モ

デ
ル

と
観

測
値

で
一

致
し

な
い

。
前

兆
す

べ
り

が
複

雑
な

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

持
つ

可
能

性
も

あ
る

。

G
o
rd

e
e
v 

e
t 

al
. 
(2

0
0
0
)

2
0
0
1
年

7
月

7
日

M
w

7
.6

　
ペ

ル
ー

（
6
月

2
4
日

の
M

w
8
.4

の
　

地
震

の
最

大
余

震
）

連
続

Ｇ
Ｐ

Ｓ
（
１

観
測

点
）

1
8
時

間
7
.8

不
明

ノ
イ

ズ
レ

ベ
ル

の
1
0
倍

の
シ

グ
ナ

ル
が

あ
り

、
前

後
２

年
９

ヶ
月

間
で

同
規

模
の

シ
グ

ナ
ル

は
な

い
。

鉛
直

成
分

に
大

き
な

シ
グ

ナ
ル

が
出

て
お

ら
ず

、
大

気
遅

延
や

時
刻

誤
差

と
は

考
え

に
く
い

。

当
該

余
震

の
Ｃ

Ｍ
Ｔ

解
と

調
和

的
で

あ
る

。

M
e
lb

o
u
rn

e
 a

n
d 

W
e
bb

 (
2
0
0
2
)

地
震

の
マ

グ
ニ

チ
ュ

ー
ド

は
気

象
庁

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
(M

j）
ま

た
は

G
lo

b
al

 C
M

T
解

（
M

w
）
を

表
示

。
1
9
6
0
年

の
チ

リ
地

震
は

K
an

am
o
ri
 (
1
9
7
7
)に

よ
る

M
w

。
プ

レ
ス

リ
ッ

プ
の

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
の

う
ち

、
「
?」

を
付

し
た

も
の

は
、

論
文

の
記

述
等

か
ら

、
気

象
庁

が
概

算
し

た
マ

グ
ニ

チ
ュ

ー
ド

で
あ

る
。

プ
レ

ス
リ

ッ
プ

観
測

方
法

デ
ー

タ
の

信
頼

度
、

有
意

性
議

論
出

典
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プ
レ

ス
リ

ッ
プ

（
前

兆
す

べ
り

）
の

検
出

を
試

み
た

が
発

見
さ

れ
な

か
っ

た
こ

と
が

報
告

さ
れ

て
い

る
事

例
（
１

／
４

）
地

震
発

生
　

年
月

日

規
模

　
お

よ
び

　
震

央

1
9
7
2
年

～
1
9
8
2
年

M
w

≦
6
.5

  
南

カ
リ

フ
ォ

ル
ニ

ア
(1

2
イ

ベ
ン

ト
)

レ
ー

ザ
ー

ひ
ず

み
計

水
管

傾
斜

計
ボ

ア
ホ

ー
ル

傾
斜

計
１

％
数

日
間

長
期

的
な

変
動

に
つ

い
て

は
、

２
つ

の
イ

ベ
ン

ト
の

余
効

変
動

と
見

ら
れ

る
変

化
以

外
に

は
検

知
さ

れ
な

か
っ

た
。

潮
汐

の
効

果
を

補
正

。

W
ya

tt
 (
1
9
8
8
)

1
9
7
8
年

1
月

1
4
日

M
j 
7
.0

 伊
豆

大
島

近
海

1
9
8
3
年

5
月

2
日

M
w

6
.3

 C
o
al

in
ga

,
C

al
if
o
rn

ia

1
9
8
4
年

4
月

2
4
日

M
w

6
.1

  
M

o
rg

an
 H

ill
,

C
al

if
o
rn

ia

1
9
8
4
年

1
1
月

2
3
日

M
w

5
.8

 R
o
u
n
d 

V
al

le
y,

C
al

if
o
rn

ia

1
9
8
5
年

8
月

4
日

M
w

6
.1

　
K
e
tt

le
m

an
 H

ill
s,

C
al

if
o
rn

ia

1
9
8
7
年

1
0
月

1
日

M
w

5
.9

 W
h
it
ti
e
r

N
ar

ro
w

s,
 C

al
if
o
rn

ia

体
積

ひ
ず

み
計

（
地

下
約

2
0
0
ｍ

に
埋

設
）

本
震

前
約

4
日

間
：
１

％
?

本
震

直
前

約
3
秒

間
：

0
.0

5
％

?
約

1
ヶ

月
間

直
近

の
観

測
点

に
お

い
て

も
、

地
震

前
一

か
月

の
間

、
前

駆
的

ひ
ず

み
変

化
は

観
測

さ
れ

な
か

っ
た

。
直

近
の

２
観

測
点

の
本

震
の

震
央

か
ら

の
距

離
は

そ
れ

ぞ
れ

4
6
.7

km
、

6
5
.5

ｋ
ｍ

。
本

震
を

境
に

、
本

震
に

よ
る

オ
フ

セ
ッ

ト
と

逆
セ

ン
ス

に
ひ

ず
み

レ
ー

ト
が

変
化

。

潮
汐

、
気

圧
の

効
果

を
補

正
。

L
in

de
 a

n
d 

J
o
h
n
st

o
n

(1
9
8
9
)

そ
の

他
い

く
つ

か
の

比
較

的
小

さ
な

地
震

に
つ

い
て

も
地

震
発

生
直

前
に

ひ
ず

み
計

で
前

駆
的

な
変

動
が

観
測

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

を
確

認
。

J
o
h
n
st

o
n
 e

t 
al

. 
(1

9
8
7
)

数
時

間
か

ら
数

秒
間

数
パ

ー
セ

ン
ト

議
論

備
考

出
典

体
積

ひ
ず

み
計

3
成

分
ひ

ず
み

計
等

観
測

方
法

検
知

可
能

な
前

兆
す

べ
り

の
規

模
の

下
限

（
本

震
モ

ー
メ

ン
ト

に
対

す
る

比
率

）

前
兆

す
べ

り
を

探
し

た
期

間

－ 123 －



プ
レ

ス
リ

ッ
プ

（
前

兆
す

べ
り

）
の

検
出

を
試

み
た

が
発

見
さ

れ
な

か
っ

た
こ

と
が

報
告

さ
れ

て
い

る
事

例
（
２

／
４

）
地

震
発

生
　

年
月

日

規
模

　
お

よ
び

　
震

央

1
9
8
7
年

1
1
月

2
4
日

M
w

6
.5

 S
u
pe

rs
ti
ti
o
n

H
ill

s,
 C

al
if
o
rn

ia

レ
ー

ザ
ー

ひ
ず

み
計

体
積

ひ
ず

み
計

水
管

傾
斜

計

本
震

前
8
時

間
：
１

％
本

震
直

前
1
0
0
0
秒

間
：
0
.5

％
約

8
時

間

約
1
2
時

間
前

に
E
lm

o
re

 R
an

c
h

E
ar

th
qu

ak
e
 (
M

w
6
.0

)が
発

生
し

て
い

た
が

、
そ

の
余

効
変

動
は

観
測

さ
れ

な
か

っ
た

。
本

震
発

生
後

2
時

間
の

余
効

変
動

に
よ

る
ひ

ず
み

変
化

量
は

、
本

震
に

よ
る

ひ
ず

み
変

化
量

の
1
0
％

程
度

。

潮
汐

の
効

果
を

補
正

。

A
gn

e
w

 a
n
d 

W
ya

tt
 (
1
9
8
9
)

1
9
8
9
年

5
月

2
3
日

M
w

6
.9

  
L
o
m

a 
P

ri
e
ta

,
C

al
if
o
rn

ia

体
積

ひ
ず

み
計

3
成

分
ひ

ず
み

計
0
.1

％
約

8
日

間

1
9
8
8
年

半
ば

と
1
9
8
9
年

半
ば

に
長

期
的

な
ひ

ず
み

レ
ー

ト
が

変
化

し
、

そ
れ

ら
に

引
き

続
い

て
本

震
の

震
源

域
内

で
Ｍ

５
程

度
の

地
震

が
発

生
し

て
い

た
。

直
近

の
観

測
点

の
本

震
の

震
源

か
ら

の
距

離
は

、
体

積
ひ

ず
み

計
が

3
7
.5

km
、

3
成

分
ひ

ず
み

計
が

4
1
.6

km
。

J
o
h
n
st

o
n
 e

t 
al

. 
(1

9
9
0
)

レ
ー

ザ
ー

歪
計

連
続

Ｇ
Ｐ

Ｓ
0
.0

4
％

程
度

約
１

年
半

。
直

前
は

0
.1

秒
サ

ン
プ

リ
ン

グ
。

地
震

後
に

も
余

震
に

伴
う

ス
テ

ッ
プ

を
除

い
て

変
化

は
な

か
っ

た
。

ボ
ア

ホ
ー

ル
歪

計
、

傾
斜

計
、

ト
ー

タ
ル

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

な
ど

様
々

な
測

器
で

観
測

。
歪

計
と

Ｇ
Ｐ

Ｓ
の

デ
ー

タ
を

比
較

し
信

頼
度

を
確

保
。

W
ya

tt
 e

t 
al

. 
(1

9
9
4
)

体
積

ひ
ず

み
計

（
地

下
1
7
6
ｍ

に
埋

設
）

0
.2

％
約

1
8
日

間
。

直
前

は
４

秒
サ

ン
プ

リ
ン

グ
。

地
震

に
先

だ
っ

て
周

辺
の

物
性

が
変

化
し

て
い

な
い

か
調

べ
る

た
め

、
地

震
前

2
カ

月
の

潮
汐

に
対

す
る

応
答

を
調

べ
た

が
顕

著
な

変
化

は
見

ら
れ

な
か

っ
た

。

気
圧

、
潮

汐
、

近
く
の

井
戸

の
汲

み
上

げ
効

果
を

補
正

。

J
o
h
n
st

o
n
 e

t 
al

. 
(1

9
9
4
)

1
9
9
3
年

7
月

1
2
日

M
j7

.8
　

北
海

道
南

西
沖

伸
縮

計
（
9
観

測
点

）
１

％
約

5
日

間

H
o
kk

ai
do

 U
n
iv

. 
(1

9
9
3
)で

報
告

さ
れ

て
い

る
デ

ー
タ

に
基

づ
き

、
K
an

am
o
ri
 (
1
9
9
6
)が

推
定

。

直
近

の
観

測
点

は
、

本
震

の
震

央
か

ら
1
0
0
㎞

程
度

離
れ

た
位

置
。

北
海

道
大

学
理

学
部

(1
9
9
3
)

K
an

am
o
ri
 (
1
9
9
6
)

1
9
9
2
年

6
月

2
8
日

M
w

7
.3

  
Ｌ

ａ
ｎ

ｄ
ｅ
ｒｓ

,
C

al
if
o
rn

ia

観
測

方
法

検
知

可
能

な
前

兆
す

べ
り

の
規

模
の

下
限

（
本

震
モ

ー
メ

ン
ト

に
対

す
る

比
率

）

前
兆

す
べ

り
を

探
し

た
期

間
議

論
備

考
出

典
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プ
レ

ス
リ

ッ
プ

（
前

兆
す

べ
り

）
の

検
出

を
試

み
た

が
発

見
さ

れ
な

か
っ

た
こ

と
が

報
告

さ
れ

て
い

る
事

例
（
３

／
４

）
地

震
発

生
　

年
月

日

規
模

　
お

よ
び

　
震

央

1
9
9
4
年

1
月

1
7
日

M
w

6
.6

  
N

o
rt

h
ri
dg

e
,

C
al

if
o
rn

ia

広
帯

域
地

震
観

測
網 （
T
E
R

R
A

sc
o
pe

）
0
.0

0
3
％

1
2
時

間
（
3
0
分

毎
）

1
9
9
2
L
an

de
rs

地
震

に
も

同
様

の
解

析
手

法
を

適
用

し
、

地
震

発
生

前
1
2
時

間
で

は
M

3
.7

相
当

の
振

幅
ス

ペ
ク

ト
ル

を
観

測
す

る
前

駆
的

な
す

べ
り

が
生

じ
て

い
な

か
っ

た
こ

と
を

確
認

。
W

ya
tt

 e
t 

al
., 

(1
9
9
4
)や

J
o
h
n
st

o
n
 e

t 
al

., 
(1

9
9
4
)の

結
果

と
調

和
的

。

３
０

分
間

の
波

形
か

ら
長

周
期

側
の

広
い

帯
域

の
振

幅
ス

ペ
ク

ト
ル

を
算

出
す

る
解

析
手

法
。

3
0
分

間
に

本
震

の
0
.0

0
3
％

程
度

以
上

の
地

震
モ

ー
メ

ン
ト

を
解

放
す

る
よ

う
な

前
駆

的
な

す
べ

り
は

生
じ

な
か

っ
た

こ
と

が
示

さ
れ

て
い

る
。

K
e
da

r 
an

d 
K
an

am
o
ri

(1
9
9
6
)

1
9
9
9
年

9
月

2
1
日

M
w

7
.6

 集
集

, 
台

湾

連
続

Ｇ
Ｐ

Ｓ
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
Ｇ

Ｐ
Ｓ

（
2
2
観

測
点

）
0
.5

％

約
７

年
。

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

観
測

は
１

年
に

１
回

。

震
央

周
辺

の
ひ

ず
み

は
時

間
的

に
見

て
誤

差
の

範
囲

内
で

リ
ニ

ア
に

変
化

。
空

間
的

に
も

ひ
ず

み
デ

ー
タ

に
異

常
が

見
ら

れ
る

場
所

は
な

か
っ

た
。

震
央

周
辺

で
2
(ナ

ノ
ス

ト
レ

イ
ン

/
年

)程
度

の
誤

差
で

歪
変

化
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

た
。

Y
u
 e

t 
al

. 
(2

0
0
4
)

R
o
e
lo

ff
s 

(2
0
0
6
)

1
9
9
9
年

1
0
月

1
6
日

M
w

7
.1

  
H

e
c
to

r 
M

in
e
,

C
al

if
o
rn

ia

連
続

Ｇ
Ｐ

Ｓ
Ｉｎ

Ｓ
ａ
ｒ

0
.0

1
％

?
（
M

4
.5

相
当

）
3
0
日

間

検
出

可
能

な
前

兆
す

べ
り

の
規

模
の

下
限

の
見

積
も

り
に

は
、

深
さ

5
ｋ

ｍ
の

断
層

を
仮

定
。

原
理

的
に

深
部

の
横

ず
れ

は
検

出
し

に
く
い

。

M
e
llo

rs
 e

t 
al

. 
(2

0
0
2
)

2
0
0
1
年

6
月

2
4
日

M
w

8
.4

 ペ
ル

ー
連

続
Ｇ

Ｐ
Ｓ

（
１

観
測

点
）

0
.6

％
?

（
M

7
.6

相
当

）

約
２

年
９

カ
月

。
誤

差
除

去
の

た
め

２
時

間
毎

に
解

析
。

7
月

7
日

の
M

w
7
.6

の
地

震
で

は
前

兆
現

象
を

検
出

。
ノ

イ
ズ

レ
ベ

ル
は

2
～

2
.8

m
m

。
誤

差
を

取
り

除
い

て
お

り
、

デ
ー

タ
は

安
定

し
て

い
る

。

M
e
lb

o
u
rn

e
 a

n
d 

W
e
bb

(2
0
0
2
)

R
o
e
lo

ff
s 

(2
0
0
6
)

2
0
0
3
年

9
月

2
3
日

M
w

8
.3

 十
勝

沖
連

続
Ｇ

Ｐ
Ｓ

（
G

E
O

N
E
T
）

１
％

約
2
0
時

間
。

直
前

は
１

秒
サ

ン
プ

リ
ン

グ
。

東
南

海
地

震
で

M
o
gi

 (
1
9
8
8
)が

報
告

し
た

傾
斜

変
化

の
1
0
0
分

の
1
の

変
化

も
検

出
さ

れ
ず

。

地
震

の
変

位
波

形
を

よ
く
描

い
て

い
る

。
地

震
前

１
週

間
以

上
の

デ
ー

タ
も

安
定

。
Ir
w

an
 e

t 
al

. 
(2

0
0
4
)

R
o
e
lo

ff
s 

(2
0
0
6
)

観
測

方
法

検
知

可
能

な
前

兆
す

べ
り

の
規

模
の

下
限

（
本

震
モ

ー
メ

ン
ト

に
対

す
る

比
率

）

前
兆

す
べ

り
を

探
し

た
期

間
議

論
備

考
出

典
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プ
レ

ス
リ

ッ
プ

（
前

兆
す

べ
り

）
の

検
出

を
試

み
た

が
発

見
さ

れ
な

か
っ

た
こ

と
が

報
告

さ
れ

て
い

る
事

例
（
４

／
４

）
地

震
発

生
　

年
月

日

規
模

　
お

よ
び

　
震

央

2
0
0
4
年

9
月

2
8
日

M
6
.0

 P
ar

kf
ie

ld
,

C
al

if
o
rn

ia

体
積

ひ
ず

み
計

0
.0

0
6
％

?
（
M

3
.2

相
当

）
2
0
秒

間

1
9
9
2
年

か
ら

1
9
9
5
年

に
か

け
て

、
非

地
震

性
の

す
べ

り
に

伴
う

ひ
ず

み
レ

ー
ト

が
大

き
く
な

り
、

相
似

地
震

の
繰

り
返

し
間

隔
が

短
く
な

っ
た

。
こ

の
期

間
に

は
、

1
9
6
6
年

P
ar

kf
ie

ld
地

震
の

震
源

周
辺

で
Ｍ

４
を

超
え

る
地

震
が

３
回

発
生

し
た

が
、

そ
の

後
ひ

ず
み

レ
ー

ト
は

以
前

の
低

い
値

に
戻

っ
て

い
た

。

2
4
時

間
前

に
1
0
ナ

ノ
ス

ト
レ

イ
ン

程
度

の
ス

テ
ッ

プ
的

な
変

化
が

観
測

さ
れ

て
い

た
が

、
人

工
的

な
ノ

イ
ズ

だ
っ

た
こ

と
が

報
告

さ
れ

て
い

る
。

L
an

gb
e
in

 e
t 

al
. 
(2

0
0
5
)

R
o
e
lo

ff
s 

(2
0
0
6
)

K
an

am
o
ri
(1

9
9
6
)及

び
R

o
e
lo

ff
s 

(2
0
0
6
)に

取
り

上
げ

ら
れ

て
い

る
地

震
を

掲
載

し
た

。
地

震
の

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
は

気
象

庁
マ

グ
ニ

チ
ュ

ー
ド

(M
j）

ま
た

は
G

lo
b
al

 C
M

T
解

（
M

w
）
を

表
示

。
「
?」

を
付

し
た

値
は

、
論

文
の

記
述

等
か

ら
、

気
象

庁
が

概
算

し
た

も
の

。

観
測

方
法

検
知

可
能

な
前

兆
す

べ
り

の
規

模
の

下
限

（
本

震
モ

ー
メ

ン
ト

に
対

す
る

比
率

）

前
兆

す
べ

り
を

探
し

た
期

間
議

論
備

考
出

典
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平
成

2
3
年

（
2
0
1
1
年

）
東

北
地

方
太

平
洋

沖
地

震
前

に
見

ら
れ

た
地

殻
変

動
の

報
告

事
例

種
類

発
現

時
期

備
考

出
典

長
期

的
ス

ロ
ー

ス
リ

ッ
プ

本
震

の
４

～
１

０
年

前

Ｇ
Ｐ

Ｓ
の

基
線

長
変

化
の

非
定

常
変

位
は

2
0
0
3
年

頃
か

ら
開

始
。

Ｇ
Ｐ

Ｓ
デ

ー
タ

を
用

い
て

す
べ

り
欠

損
分

布
を

推
定

す
る

と
、

2
0
0
7
年

以
降

福
島

県
沖

で
す

べ
り

欠
損

が
小

さ
い

。
海

底
地

殻
変

動
観

測
に

よ
る

と
、

福
島

県
沖

の
2
0
0
2
年

7
月

～
2
0
1
1
年

2
月

の
西

向
き

の
移

動
量

が
小

さ
く
、

福
島

県
沖

の
固

着
が

弱
か

っ
た

こ
と

が
示

唆
さ

れ
る

。
2
0
0
8
年

の
茨

城
県

沖
、

2
0
0
8
年

と
2
0
1
0
年

の
福

島
県

沖
の

Ｍ
７

ク
ラ

ス
の

地
震

に
よ

り
Ｇ

Ｐ
Ｓ

で
観

測
さ

れ
た

余
効

変
動

は
、

地
震

時
の

変
動

と
比

較
し

て
か

な
り

大
き

か
っ

た
。

気
象

研
究

所
（
2
0
1
1
）

国
土

地
理

院
（
2
0
1
1
）

海
上

保
安

庁
（
2
0
1
1
）

O
za

w
a 

e
t 

al
. 
(2

0
1
2
)

S
u
it
o
 e

t 
al

. 
(2

0
1
1
)

西
村

（
2
0
1
1
, 
2
0
1
2
）

短
期

的
ス

ロ
ー

ス
リ

ッ
プ

本
震

の
２

年
～

１
カ

月
前

海
底

圧
力

計
の

デ
ー

タ
に

2
0
0
8
年

1
1
月

下
旬

と
2
0
1
1
年

1
月

下
旬

～
2
月

上
旬

に
変

化
が

見
ら

れ
、

本
震

の
震

源
か

ら
海

溝
寄

り
の

部
分

で
短

期
的

ス
ロ

ー
ス

リ
ッ

プ
が

発
生

し
た

と
推

定
さ

れ
る

。
東

北
大

学
の

ひ
ず

み
計

、
Ｇ

Ｐ
Ｓ

，
海

底
圧

力
計

で
3
月

9
日

の
地

震
の

余
効

変
動

を
観

測
。

余
効

す
べ

り
は

南
側

に
拡

大
し

た
と

推
定

さ
れ

る
。

Ｇ
Ｐ

Ｓ
及

び
H

i-
n
e
t併

設
の

高
感

度
加

速
度

計
（
傾

斜
計

）
の

デ
ー

タ
に

は
、

本
震

直
前

に
顕

著
な

変
化

は
見

ら
れ

な
か

っ
た

。

伊
藤

他
（
2
0
1
2
）

It
o
 e

t 
al

., 
(2

0
1
2
)

東
北

大
学

（
2
0
1
1
）

国
土

地
理

院
（
2
0
1
1
）

防
災

科
学

技
術

研
究

所
（
2
0
1
1
）

発
生

場
所

規
模

本
震

震
源

域
の

南
西

部
2
0
0
3
年

頃
か

ら
本

震
ま

で
M

w
7
.5

以
上

本
震

震
源

と
海

溝
軸

の
間

2
0
0
8
年

1
1
月

下
旬

に
M

w
6
.8

2
0
1
1
年

1
月

下
旬

～
2
月

上
旬

に
M

w
7
.0
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プ
レ

ー
ト

境
界

の
す

べ
り

に
起

因
す

る
地

殻
変

動
と

地
震

活
動

が
報

告
さ

れ
て

い
る

事
例

発
生

期
間

発
生

場
所

2
0
1
1
年

1
0
月

-
1
1
月

房
総

半
島

沖
の

フ
ィ

リ
ピ

ン
海

プ
レ

ー
ト

上
部

傾
斜

変
化

の
時

間
推

移
か

ら
推

定
さ

れ
る

ゆ
っ

く
り

す
べ

り
の

発
生

域
の

移
動

と
、

群
発

地
震

の
発

生
域

の
移

動
は

良
く
対

応
。

相
似

地
震

よ
り

求
め

た
平

均
積

算
す

べ
り

量
の

推
移

と
傾

斜
変

化
の

推
移

の
比

較
か

ら
、

相
似

地
震

が
ゆ

っ
く
り

す
べ

り
の

主
要

部
分

で
発

生
し

た
と

言
え

る
。

房
総

半
島

沖
で

は
、

群
発

地
震

を
伴

う
ゆ

っ
く

り
す

べ
り

が
5
‐
7
年

間
隔

で
繰

り
返

し
発

生
。

過
去

の
群

発
地

震
の

発
生

域
が

ほ
ぼ

重
な

る
こ

と
は

、
ゆ

っ
く
り

す
べ

り
が

毎
回

房
総

沖
の

ほ
ぼ

同
じ

場
所

で
発

生
し

て
お

り
、

そ
れ

に
よ

っ
て

、
毎

回
地

震
が

誘
発

さ
れ

る
と

す
る

こ
と

で
良

く
説

明
で

き
る

。

木
村

・
廣

瀬
(2

0
1
1
)

2
0
0
3
年

十
勝

沖
地

震
以

降
千

島
海

溝
沿

い

相
似

地
震

の
解

析
か

ら
も

、
十

勝
沖

地
震

の
余

効
変

動
が

東
に

移
動

し
、

M
7
.1

の
地

震
の

前
に

そ
の

震
源

近
傍

で
す

べ
り

が
加

速
し

た
こ

と
が

示
さ

れ
て

い
る

。
十

勝
沖

地
震

と
そ

の
後

の
ゆ

っ
く
り

す
べ

り
に

よ
る

釧
路

沖
地

震
（
M

7
.1

）
の

震
源

域
に

お
け

る
ク

ー
ロ

ン
応

力
変

化
を

比
較

す
る

と
、

そ
れ

ぞ
れ

0
.0

0
5
8
M

P
a、

0
.0

2
5
M

P
aで

、
ゆ

っ
く
り

す
べ

り
の

影
響

の
方

が
4
倍

以
上

大
き

い
。

Ｇ
Ｐ

Ｓ
デ

ー
タ

や
相

似
地

震
の

解
析

結
果

は
、

十
勝

沖
地

震
に

よ
っ

て
発

生
し

そ
の

後
東

へ
移

動
し

た
ゆ

っ
く
り

す
べ

り
が

、
釧

路
沖

地
震

の
発

生
を

促
し

た
こ

と
を

示
唆

す
る

。

M
u
ra

ka
m

i 
e
t 

al
. 
(2

0
0
6
)

U
c
h
id

a 
e
t 

al
. 
(2

0
0
9
)

2
0
0
3
年

9
月

2
6
日

に
十

勝
沖

地
震

（
M

8
.0

）
、

2
0
0
4
年

1
1
月

2
9
日

に
釧

路
沖

地
震

（
M

7
.1

）
、

2
0
0
4
年

1
2
月

6
日

に
釧

路
沖

地
震

（
M

6
.9

）
が

発
生

。

Ｇ
Ｐ

Ｓ
デ

ー
タ

の
解

析
に

よ
る

と
、

十
勝

沖
地

震
に

よ
っ

て
発

生
し

た
ゆ

っ
く
り

す
べ

り
が

東
に

移
動

し
、

釧
路

沖
地

震
発

生
時

に
は

そ
の

震
源

域
に

達
し

て
い

た
。

地
震

活
動

地
殻

変
動

議
論

出
典

お
よ

そ
5
0
ｋ
ｍ

四
方

の
範

囲
で

群
発

地
震

が
発

生
。

主
な

地
震

の
発

生
機

構
解

は
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
海

プ
レ

ー
ト

と
日

本
島

弧
と

の
相

対
運

動
方

向
に

調
和

的
な

低
格

逆
断

層
型

。
群

発
地

震
の

中
に

相
似

地
震

も
検

出
。

地
震

活
動

が
増

加
し

た
1
0
月

2
5
日

頃
か

ら
、

房
総

半
島

南
東

部
を

中
心

と
す

る
領

域
で

Ｓ
Ｓ

Ｅ
に

よ
る

と
思

わ
れ

る
傾

斜
変

化
を

観
測

。
傾

斜
変

化
の

時
間

推
移

は
2
0
0
7
年

8
月

の
イ

ベ
ン

ト
と

同
様

。
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参考４

ひずみ波形のスタックデータ

による東海地震監視

気象庁 地震予知情報課気象庁 地震予知情報課

本手法の特徴

ＳＮ比 向上 ために ひずみ波形をスタ ク処理・ＳＮ比の向上のために、ひずみ波形をスタック処理

・スタックの際、断層モデル（プレート間すべり）を仮定し、
その理論値に基づき 極性を合わせるその理論値に基づき、極性を合わせる

・観測点におけるノイズレベルで、振幅を規格化
あるプレート境界のすべりを
仮定した場合の体積ひずみ・規格化後のシグナルレベルの大きい順にスタック

・想定震源域周辺に仮定した断層全てのスタック波形を監視

仮定した場合の体積ひずみ
分布

Ｂ

Ａ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｄ

Ｃ

スタック波形

１ ノイズで規格化 ２ 極性合わせ ３ スタック

Ｅ

Ｃ

Ｅ

Ｄ

（変化の形は相似）

１．ノイズで規格化 ２．極性合わせ ３．スタック
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プレート境界のある場所 j で発生した境界すべりを検知するためのスタック a jは

スタックの基本的な考え方

プレ ト境界のある場所 j で発生した境界すべりを検知するためのスタック a jは

で表される。
ａj＝ Ｙi(t)・ｃijΣ

ｉ=1

ｍ

ここで、Ｙi(t)は観測点iにおける時系列変化、 Polij は j での境界すべりによる理論変化の極性、ｎs は

基準とするノイズレベル、ｎi はこの観測点におけるノイズレベルである。

この基本式は、各観測点におけるひずみ変化を、基準とするノイズレベル規格化し、

変化が正となるように極性を変換して足し合わせる ことを表している。

スタックの組合せ

ノイズレベル…24時間階差の標準偏差

タ ク係数
スタックの組合せ

・ 規格化後の理論シグナルの大きい順にスタック

・ k番目（１＜k＜m）までスタックした時点での総合ＳＮ比 ｂ は

スタック係数 Cｉ

・ k番目（１＜k＜m）までスタックした時点での総合ＳＮ比 ｂjk は…

シグナル

Ｓｉ：理論シグナル

ノイズ

ｉ 理論 グナ

Ｎｉ：ノイズレベル

0E+0 1E-8 2E-8 3E-8 4E-8 5E-8

佐久間3
佐久間4

理論振幅（規格化後）

最適な組合せによるスタック
浜北4

佐久間2
春野2
浜北3

本川根3

規格化後の理論シグナルの大きな順
にスタックしていくと、総合ＳＮ比

浜北2
蒲郡

掛川3
掛川4
春野1
春野

にスタックしていくと、総合ＳＮ比
はあるところで頭打ちとなる。

春野3
本川根4
本川根2

掛川2
本川根1
佐久間1佐久間1
伊良湖
三ヶ日

天竜
藤枝

浜北1総合ＳＮ比 浜北1
春野4
川根
静岡
榛原

掛川1

総合ＳＮ比

総合ＳＮ比が最も大きくなる組合せ 掛川
御前崎

土肥
清水
網代

石廊崎

理論振幅

総合SN比

総合ＳＮ比が最も大きくなる組合せ
によるスタックデータを監視！

東伊豆
御前崎西

富士

0 5 10 15 20 25S／N

総合SN比
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スタックによる短期的ゆっくりすべりの監視

プレート境界上のターゲット
とする点（上図）で短期的

が
短期的ゆっくりすべりに

ゆっくりすべりが発生した場
合、各観測点においてはひ
ずみ変化の極性が異なる。

短期的ゆっくりすべりに
伴うスタック波形の変化

短期的ゆっくりすべりに伴う
変化が正となるように極性
をそろえてデータを足し合わをそ デ タを足 合わ
せることにより、S/Nを向上
させる（右図）。

モ メント（M )

東海監視の実際

モーメント（Mw)
表記！・想定震源域周辺に約100個のグリッド

・各グリッドのスタックデータを自動作成動 成

No. 41
42
4343
44
45
46
47
48
49
5050
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（参考５） 

判定会招集/東海地震に関連する情報の発表基準の変遷 

 

S54. 8 大規模地震関連情報 判定会招集連絡報 

S54. 8 

(*1) 

 ひずみによる招集基準 

１か所で３時間以内に0.5×10-6 以上の変化かつ他1か所以上

で同質の変化 

地震による招集基準 

１時間に 10 回以上の地震が２時間以上継続 

S56.11 

(*2) 

 ひずみによる招集基準 

１か所で３時間以内に0.5×10-6以上の変化かつ他３か所以上

で明瞭な変化 

地震による招集基準 

1 時間に M４以上３回を含む 10 回以上の地震が 2 時間以上継

続かつ２か所以上のひずみに明瞭な変化 

H10.12 大規模地震関連情報 判定会招集連絡報 東海地域の地震・地殻活動に関する情報 

H10.12 

(*3) 

 ひずみによる招集基準 

３か所以上で検出可能レベ

ル※の変化  

（定量的な発表基準なし） 

H16. 1 東海地震予知情報 東海地震注意情報 東海地震観測情報 

H16. 1 

(*4) 

ひずみによる発表基準 

３か所以上で有意な変化※ 

（＝判定会の招集基準） 

ひずみによる発表基準 

２か所以上で有意な変化※ 

（＝判定委員打ち合わせ会

の招集基準） 

ひずみによる発表基準 

１か所以上で有意な変化※ 

地震による発表基準 

顕著な地震活動 

H23. 3 東海地震予知情報 東海地震注意情報 東海地震に関連する調査情報（臨時） 

H23. 3 

(*5) 

ひずみによる発表基準 

３か所以上で有意な変化※か

つ判定会の判定 

５か所以上で有意な変化※か

つ想定震源域内に前兆すべ

りを推定 

ひずみによる発表基準 

２か所以上で有意な変化※か

つその他で同時の変化かつ

判定会の判定 

３か所以上で有意な変化※ 

ひずみによる発表基準 

１か所以上で有意な変化※か

つ他の複数点で変化 

地震による発表基準 

顕著な地震活動 

（＝判定会の開催基準） 

 

*1 地震予知情報業務開始時の招集基準設定根拠についての文献は残っていない。昭和の東南海地震の前兆
と考えられていた掛川付近の２～３日間の傾斜変化（～10-6）や、一般的な地震発生時の断層付近のひず
み変化（～10-5）を参考にしたと考えられる。 

*2 ひずみ観測点の整備（S54 に＋８点）になどによる招集基準の変更。 

*3 より小さな段階からの異常検知・予知を目指し、ひずみ観測点のノイズレベルを基にした招集基準に変
更。その結果、1/10 の規模の変化から招集が行われることとなった。（３か所：ひずみ観測データから前
兆すべりの位置を特定するための観測点の数） 

*4 情報体系の変更に合わせ、*3 の考え方をベースに、各情報の発表基準を新たに設定。（２か所：観測デ
ータが局所的な現象でないことを判断するための観測点の数） 

*5 判定会の関与を明記、判定会の開催が間に合わない場合の発表基準を追加などの変更。（５か所：前兆す
べりの断層パラメータを求めるための観測点の数） 

※ 観測点ごとに違うが、H10 当時は平均して３時間で 0.4×10-7、１日で 0.6×10-7の変化（大雨時除く）。
補正技術の高度化などにより徐々に向上している。 
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2011 年東北地方太平洋沖地震前に見られた前兆的現象 
 

2012/07/18 気象研究所 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震発生前の地震活動や地殻変動などの変化について，主に地震発生

後ではあるが報告されている．現在までに報告されているこれらの前兆的な変化についてまとめ

た．以下「本震」とは 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震を指す． 

 それぞれの現象の特徴は別表の通りである． 

 

まとめ 

地震活動 

1. 静穏化：本震発生の 4～23 年前から震源域の深部や北部の他，西南日本を含む日本全国で

静穏化がみられた．ただし，静穏化が本震まで継続していなかったという報告もある． 

2. 地球潮汐との相関：本震発生の約 10 年前から，前震・本震付近での中規模地震の発生に地

球潮汐との強い相関がみられた． 

3. b 値：遅くとも 2005 年頃から b 値が低下し始め，更に本震の約 1 ヶ月前からの前震活動期

で急降下した．空間的には低 b 値域と本震で大きく滑った領域には相関があるようにみえ

る． 

4. 前震：本震発生の約 1 ヶ月前から本震破壊開始点の北側で群発的な前震活動が 2 回あった．

前震活動が本震に向けてゆっくり移動している様子が観測された． 

地殻変動 

5. 長期的スロースリップ：本震発生の数年前から本震震源域で発生した M7 クラスの地震の

余効変動が大きく，これらを含む非地震性すべりのため，宮城・福島県沖のすべり欠損は

2000 年以前と比較してかなり小さくなっていた． 

6. 短期的スロースリップ：震源に近い位置にある海底圧力計で，本震の 1 ヶ月前にスロース

リップによる変化が観測された．陸上の GPS および傾斜計では事前変化は観測されなかっ

た． 

その他 

7. 電離層関係の現象：複数の要素で本震の数日から数十分前に変化が報告されている． 

 

上記の前兆的現象に基づく一般的な予測の問題点および課題については，次のようなものが挙

げられる． 

問題点および課題 

1. 静穏化および b 値の変化には，現象を定義するパラメータの選択に任意性があり，それに

よる結果の不確実性が大きい． 

2. 本震に対して遡った調査は比較的多いが，前兆的現象が現れた後の追跡調査が不十分であ

り，予知率に比べ適中率が求められていないケースが多い． 

3. 静穏化，地球潮汐，b 値については，地震活動が低調な領域では解析ができない． 

4. スロースリップの発生が必ず地震の発生につながるかどうかわかっていない． 
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5. 前兆的現象の多くは，地震発生との因果関係が明らかになっていない． 

 

上記の前兆的現象に基づく一般的な予測の可能性については，次のようなものが挙げられる． 

予測の可能性 

1. 今回の本震が発生した領域は続発性の強い領域であったため顕著な前震活動がみられた．

前震の統計解析に基づいた予測モデルによれば，最大前震（M7.3）が発生した本震の約 2

日前の時点付近では，M7.3 以上の地震が発生する確率が約 20-30％であったという報告が

ある．なお，ここでは M7.3 以上の地震が発生すると予測しているだけであって，M9.0 そ

のものの発生を予測していたわけではない． 

2. 日本全域でみた場合では「前震－本震型」は 1-6%である．日本の都道府県庁所在地のいず

れにおいても，平常時 3 日以内に震度 5 弱以上の揺れを観測する確率は 0.1%未満であるた

め，1-6%の発生確率というのは平常時の0.1%未満と比べると10-60倍以上高い状態である．

なお，一般的に本震は前震から 1 日程度で発生するケースが最も多く，5 日以内に海域で 7

割，陸域で 9 割が発生している． 

3. 本震の 10年くらい前から長期的変化が現れる可能性があるものとして，静穏化，地球潮汐，

b 値，スロースリップが挙げられる．これらの項目を総合的に監視することで中・長期的な

異常を捉えられるかもしれない．しかし，発生時期についての厳密な予測は現時点では難

しい． 

4. 現在の観測網では，2 日前に発生した最大前震後のすべりに加速は見られなかった．しかし

ながら，沖合の観測網を拡充し検知能力を向上させることで，すべりの加速を捉えられる

可能性は否定できない． 

 

用語 

・予知率：対象とする全ての地震のうち前兆が現れた地震の割合．↓の図で C/A 

・適中率：全ての前兆現象のうち対象とする地震と関連した前兆の割合．↓の図で C/B 

 

 

 

  

対象とする地震数 前兆現象数 

A B C 
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2011 年東北地方太平洋沖地震前に見られた前兆的現象 
～個別事例～ 

 

2012/07/18 気象研究所 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震発生後の解析で，地震発生前の地震活動や地殻変動などの変化が

報告されている．現在までに報告されているこれらの前兆的な変化についてまとめた． 

 それぞれの現象の特徴は別表の通りである．特に断らない限り，以下「本震」とは 2011 年東北

地方太平洋沖地震の本震を指す． 

目次 

【地震活動】 

1. 静穏化 ..................................................................................................................................... 1 

1.1. 約 23 年前に静穏化発現 (Katsumata, 2011) ................................................................... 1 

1.2. 約 15 年前から日本全国で静穏化 (統計数理研究所, 2011b) ............................................ 2 

1.3. 約 10 年前から静穏化 (吉川, 2011；吉川・林元, 2012) .................................................. 3 

1.4. 2007 年に 1 年間静穏化 (気象庁, 2008ab, 2009) ............................................................. 4 

1.5. （参考）静穏化現象の有無 (吉川・他, 2011) .................................................................. 5 

2. 地球潮汐 .................................................................................................................................. 6 

2.1. 約 10 年前から p 値が低下 (田中, 2011; Tanaka, 2012) .................................................. 6 

2.2. （参考）地震と地球潮汐に関する統計 (Tanaka et al., 2002, 2004) .............................. 7 

3. b 値変化 ................................................................................................................................... 8 

3.1. 2004 年頃から b 値が低下 (楠城・他, 2011) .................................................................... 8 

3.2. 直前に b 値が低下 (弘瀬・前田, 2011) ............................................................................ 9 

3.3. （参考）Mthの推定が b 値に与える影響 ....................................................................... 10 

3.4. 空間変化：低 b 値域とアスペリティが対応 (弘瀬・前田, 2011) ................................... 11 

4. 前震 ....................................................................................................................................... 12 

4.1. 本震前に生じた 2 度にわたる「ゆっくりすべりの伝播」(Kato et al, 2012) ................. 12 

4.2. （参考）震源の移動 (気象庁, 2008c) ............................................................................ 13 

4.3. 前震活動の統計に基づく地震発生予測モデル (Maeda, 1996; 前田・弘瀬, 2011; Maeda 

& Hirose, 2012) ........................................................................................................................ 14 

4.4. 前震の確率予報 (Ogata et al., 1996; 統計数理研究所, 2011a) ..................................... 16 

4.5. （参考）前震－本震ペアの割合 (明田川・福満, 2011).................................................. 17 

 

【地殻変動】 

5. 長期的スロースリップ .......................................................................................................... 18 
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1. 静穏化 
 

1 

1. 静穏化 

静穏化が見られたという報告はいくつかある．ただし，データの処理方法や解析手法の違い

によって静穏化域や期間は異なっている． 

 

1.1.  約 23 年前に静穏化発現 (Katsumata, 2011) 

解析には ZMAP を用いて Z 値を推定．データは 1965-2010 年，M≧4.5，60 km 以浅の

気象庁一元化震源を使用．デクラスタはしない（デクラスタしたデータに対しても同様の

解析を行ったが，大きな差はないとのこと）．緯度経度 0.05°間隔のグリッドを配置し，

各グリッドを中心に最寄りの 150 個を含む領域について静穏化を判定した． 

本震の 23.4 年前の 1987 年 11 月頃から，本震で大きく滑った領域の深部縁辺で静穏化が

現れた．静穏化域を↓図の赤領域で示す．（※注：回数積算図からもわかるように，A1，

A2 に関しては 2005 年から活発化しており，必ずしも 3.11 本震まで静穏化が継続してい

るわけではない．） 
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1.2.  約 15 年前から日本全国で静穏化 (統計数理研究所, 2011b) 

解析には時空間 ETAS および時間 ETAS モデルを使用．データは 1926-2011/3/11 14:46，

M≧5.0．時空間 ETAS モデルで確率論的デクラスタを行い，常時地震活動を抽出した結

果，1996-2006 年頃から日本全国で静穏化していた．また，特に静穏化が明瞭な西南日本

と日向灘の活動について現象の追認を目的に，オリジナルデータに対して時間 ETAS モデ

ルで解析した結果，有意な相対的静穏化がみられた． 
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1.3.  約 10 年前から静穏化 (吉川, 2011；吉川・林元, 2012) 

解析には REASA (明田川・伊藤, 2008)および Seisqa (林元・明田川, 2010)を使用し，地

震活動指数 (塚越・石垣, 2003)を計算して面的に静穏化域を抽出．データはデクラスタし

た気象庁一元化震源．①1997 年 10 月－2011 年 2 月，M≧3.0，②1984 年－2011 年 2 月，

M≧4.0． 

カタログ①については，2001 年頃から長径 300-400 km 域で静穏化． 

カタログ②については，（基準期間を 1984 年から 1988 年にした場合）2001 年頃から長

径約 500 km 域で静穏化．静穏化域は青森～岩手県の陸域から海域にかけて（図 1）． 

過去に発生した M7-8 クラスの地震を調査したところ（太田・他, 2010; 吉川・他, 2011），

静穏化域の長径ならびに継続期間は対象の地震の規模依存性（スケーリング則）がみられ

た（図 2）．このスケーリング則に基づくと，本震規模は M8-9 と推定された．継続時間の

スケーリング則におけるデータのばらつきが対数正規分布に従うと仮定すると，2006 年

までに約 50%，2026 年までに約 80%の確率で発生すると計算された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2. 対象の地震の M に
対する（上）静穏化域と
（下）静穏化期間のスケ
ーリング則． 
上図より静穏化域から本
震の規模が推定でき，そ
の情報を元に下図より継
続時間から発生時期を推
定できる． 
灰と赤丸は異なるパラメ
ータで得られた結果．結
果がパラメータに依存し
ていることがわかる． 

図 1.（左）2001-2011/2 に検出された静穏化域を
青円で示す．青円の半径は 50 km に固定．赤線枠
で囲んだ領域は，この期間内終始静穏化状態にあ
った．一方他の領域は短期的に消失したり，場所
が動いたりしていて安定しない．（右）左図赤線枠
内の M-T および回数積算図． 
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1.4.  2007 年に 1 年間静穏化 (気象庁, 2008ab, 2009) 

地震活動指数 (塚越・石垣, 2003)を計算した．データはデクラスタした気象庁一元化震源．

1997 年 10 月以降，M≧5.0．2007 年の一年間，東北沖全域（3.11 本震の余震域）で静穏

化．北半分では 2008 年前半まで静穏化．その後地震活動は回復しているため，この結果

から本震を予測することは困難であろう． 

 

 

 

 

  

期間を延長した 

静穏化 
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1.5.  （参考）静穏化現象の有無 (吉川・他, 2011) 

吉川・他 (2011)は，過去の国内の顕著地震（1987-2010，M≧6.7，震度 5 以上）前に静

穏化現象が現れたか否かを調査した．地震の発生場所を陸の地殻内，プレート間，プレー

ト内の 3 つに区分けして調査した結果，以下のことが明らかとなった． 

1. プレート間地震では，静穏化が検出できる割合は（6/11=）55%． 

2. 特に太平洋プレート間に限ると（6/9=）67%． 

3. 陸の地殻内の地震では（1/7=）14%． 

4. スラブ内地震では（2/7=）29%． 
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2. 地球潮汐 

2011 年東北地方太平洋沖地震の約 10 年前から，前震・本震付近での地震の発生に地球潮汐

との強い相関が見出された． 

 

2.1.  約 10 年前から p 値が低下 (田中, 2011; Tanaka, 2012) 

地震活動と地球潮汐（による断層面上のせん断応力）との相関を Schuster の方法

（Schuster, 1897）を用いて検定．パラメータ p 値（0-100%の値をとる）が小さいほど

相関が高い．データは GCMT カタログ，1976-2011 年，Mw5.0 以上，70 km 以浅の 541

イベント． 

空間変化：200 km×200 km のウィンドウを 50 km ずつ移動させながら，本震前 3000

日間の地震データを用いて p 値を推定．その結果，ほとんどの場所で p 値は 10%以

上を示し有意な相関があるとはいえないが，前震・本震の周辺の p 値は 4.1%と小さ

く有意な相関があった． 

時間変化：上記 4.1%の領域について，3000 日（約 8.2 年）の時間ウィンドウを 500 日（約

1.4 年）ずつ移動させながら p 値を推定した．その結果，1976 年以降約 25 年間は 30%

以上の高い値をとり，有意な相関は認められない．しかし，2000 年頃から本震直前

まで p 値は徐々に低下した． 

同様の現象は，スマトラ沖やトンガのプレート境界地震についても報告されている．p 値

の低下継続期間と本震規模には相関がある． 

 

 

  

Fig. 3| Spatial distribution of 
p-values in the 3000 days prior to 
the Tohoku-Oki earthquake. A 
spatial window of 200 km × 200 
km is moved by 50 km both in the 
along-strike and along-dip 
directions. For the window which 
includes 20 or more earthquakes, 
the p-value is indicated in the 50 
km × 50 km square at the center of 
the window by the gray scale at 
the bottom. Darker shades 
represent smaller p-values. Dark 
gray rectangle indicates the study 
area. Light gray square indicates 
the entire 200 km × 200 km 
volume of the window marked by 
A, which is referred to as region A. 
Stars are the epicenters of the 
2011 Tohoku-Oki earthquake and 
its largest foreshock (Mw 7.4). 
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2.2.  （参考）地震と地球潮汐に関する統計 (Tanaka et al., 2002, 2004) 

Tanaka et al. (2002)はハーバード CMT カタログを用いて，全世界で 1977-2000 年に発

生したMw5.5以上の 9350イベントと地球潮汐との統計を取った．断層タイプ別，深さ別，

M 別で調査した結果，地震と地球潮汐とに次の関係がみられた． 

1. 全 9350 イベントをひとまとめに解析すると相関なし． 

2. 逆断層型の地震は相関あり．特に 70 km 以浅，Mw5.5-6.9 で相関が高い． 

3. せん断応力が最大になる少し前に地震は起きやすい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tanaka et al. (2004)はハーバード CMT カタログを用いて，全世界で 1977-2003 年に発

生した Mw5.0 以上，70 km 以浅，逆断層型（Rake=60-120°）を用いて，Mw7.5 以上の

逆断層型地震の発生前に p 値の低下が見られるかという調査をした．その結果，調査対象

となった 11 個の地震のうち 6 個（=55%）で p 値の有意な低下が確認できた． 

 

 

 

 

 

 

  

Figure 4. (left) Temporal variation of p-value for the periods of 2500 days before and after the Mw≧7.5 earthquakes. A 
time window of 1500 days, which is represented by horizontal bar, is shifted by 200 days. Shaded portion indicates 
outside of the data period. (right) Frequency distributions of tidal phase angles in the 2000 days prior to the large 
events. Solid curve represents a sinusoidal function fitted to the distribution.

－ 148 －



3. b 値 

8 

3. b 値変化 

本震前に b 値が低下していたという報告がある．ただし，解析手法の違いによって b 値の低

下開始時期は異なる．空間的には低 b 値域と大きく滑った領域の対応が良い． 

 

3.1.  2004 年頃から b 値が低下 (楠城・他, 2011) 

データは気象庁一元化震源．2000 年－2011 年 4 月 26 日，M≧2.5，60 km 以浅． 

M の下限（Mth）は EMR 法（Woessner & Wiemer, 2005）で推定し，Mth以上のイベン

トに対して最尤法 (宇津, 1965)で b 値を推定した． 

本震時に大きく滑った領域で b 値は低く，その領域では，2005 年頃から b 値が低下． 

同様な解析を 1965 年以降の地震（M≧5.0，100 km 以浅）について行った結果，長期的

な b 値の低下が同領域内でみられた． 
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3.2.  直前に b 値が低下 (弘瀬・前田, 2011) 

データは 2003 年－2011 年 4 月 20 日，M≧2.0，深さ 0-90 km の気象庁一元化震源． 

解析には REASA (明田川・他, 2007) を用いた．Mthは Wiemer and Wyss (2000)の手法

で推定し，Mth以上のイベントに対して最尤法 (宇津, 1965)で b 値を推定した． 

本震直前に前震活動域で b 値が低下した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定常活動期間 前震活動期間 本震・余震活動期間 

↓左図矩形内の地震活動の b 値変化．
横棒は b 値の推定に用いた期間，縦
棒は b 値の推定誤差を示す．推定に
用いた Mthや個数もあわせて示した．
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3.3.  （参考）Mthの推定が b 値に与える影響 

M の下限 Mthの推定方法は主に Wiemer and Wyss (2000)の手法と Woessner & Wiemer 

(2005)の EMR 法とがある．いずれも規模別頻度分布に基づいて推定するもので，前者は

仮定した Mth以上の M を用いるのに対して，後者は全ての M を用いる．後者が推定した

Mthは前者よりも約 0.2 大きめになる傾向がある (Woessner & Wiemer, 2005)． 

下に示した図の左列は，Mthを Wiemer and Wyss (2000)の手法で推定したものである．

1994 年頃から徐々に下がる様子がみられる．Mth の推定手法に依存しないように，M の

下限を 5.5 に固定すると低下の開始時期が早まり，1984 年頃から徐々に下がる様子が現

れる．このように Mthをどのように扱うかで結果が異なることがあるため，b 値の解析結

果をみる場合は注意が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

  

Mthを W & W (2000)で推定 Mthを 5.5 に固定 
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3.4.  空間変化：低 b 値域とアスペリティが対応 (弘瀬・前田, 2011) 

データは 1990 年から 2011 年 2 月までの期間に決定された気象庁一元化震源（M≧3.0, 深

さ 90 km 以浅）のうち，太平洋プレート境界付近および二重深発地震面の上面で発生して

いる地震を抽出した．0.05 度グリッドを配置し，各グリッドから最寄りの 200 個の地震を

取り出し，Mthを Wiemer and Wyss (2000)の手法で推定した．Mth以上の地震を用いて，

最尤法 (宇津, 1965)で b 値を推定した．ただし，Mth以上の地震が 50 個未満の場合は b 値

を推定しないこととした．その結果，高 b 値域は，プレート境界上のアスペリティを避け

るように分布している（いいかえると，アスペリティは低 b 値）． 

 

 

 

 

  

図 1. b 値とアスペリティ分布．Yoshida et al. (2011, EPS) が震源過程解析によって推定したすべり量のコン

ターを 4 m 間隔の実線で示した．橙破線は太平洋スラブの等深線(Nakajima and Hasegawa, 2006, GRL; 
Nakajima et al., 2009, JGR)，関東地方の赤実線はフィリピン海スラブ等深線(弘瀬・他, 2008) ，青線はフィ

リピン海スラブの北東端(Uchida et al., 2010, JGR; Nakajima et al., 2009, JGR)をそれぞれ示す． 
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4. 前震 

2011 年東北地方太平洋沖地震の約 1 ヶ月前から本震破壊開始点の北側で群発的な前震活動を

伴った．詳細な解析により前震活動が本震に向けてゆっくり移動している様子が明らかとな

った．また，前震の情報を用いた本震発生予測モデルについても紹介する． 

 

4.1.  本震前に生じた 2 度にわたる「ゆっくりすべりの伝播」(Kato et al, 2012) 

震源域に近接する地震観測網の連続波形データに着目し，地震波形との相互相関解析を施

すことで，気象庁カタログに含まれていない多数の微小地震を検出し，新たな前震の震源

カタログを構築した．このカタログを分析することで，本震の破壊開始点へ向かう震源移

動が，ほぼ同じ領域（以下，EMZ，earthquake migration zone）で，2 度にわたり起き

ていたことが示された．1 度目の移動は，2 月中旬から下旬まで継続し，その移動速度は

2～5 km/day であった．2 度目の移動は，3 月 9 日の M7.3 の最大前震の発生後に見られ

た．その移動速度は平均約 10 km/day で，移動速度は前震 M7.3 の発生後から徐々に減速

を示した．これらの前震活動には，小繰り返し地震が含まれていたことから，震源の移動

は，本震の破壊開始点へ向かうプレート境界面上のゆっくりすべりの伝播を意味する．本

震前に生じた 2 度にわたる「ゆっくりすべりの伝播」が，本震の破壊開始点へ応力集中を

引き起こし，巨大地震の発生を促した可能性が考えられる． 
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4.2.  （参考）震源の移動 (気象庁, 2008c) 

4.1 節では 3.11 本震前の前震活動の移動を取り上げた．しかし，震源の移動自体は特段珍

しいことではない．例として，2007年11月に静岡県西部で発生した地震活動を下に示す．

DD 法で再決定した震源が 1 ヵ月間かけて時間とともに北西－南東方向へ移動している様

子がみられる．さらに 2008 年 1 月下旬には再び中心から端へ震源が移動しており，4.1

節で示した一連の震源の移動に類似している．しかしながら，その後，震源が移動した先

で大きな地震は発生しておらず，このクラスタで最大規模の地震は 2008 年 1 月 27 日に

中央で発生した M4.2 である（2012/06/20 現在）．この事例の他にも，注水実験による震

源の移動（例えば，Shapiro et al., 1999），深部低周波微動や短期的スロースリップのよ

うにソースが移動する事例（例えば，防災科学技術研究所, 2006）が報告されている．そ

のため，3.11 東北地震でみられたような前震の「震源の移動」が「本震の前兆」とは必ず

しも言えない． 
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4.3.  前震活動の統計に基づく地震発生予測モデル (Maeda, 1996; 前田・弘瀬, 2011; Maeda 

& Hirose, 2012) 

本震の直前に複数の地震が発生する場合があることに着目し，東日本太平洋沖海域でどの

ような地震活動を直前の前震活動とみなせば統計的に本震発生の予測に有効かについて調

査した．その結果，地震の続発性が強い東北沖の 3 領域（図 2 の四角で囲まれた 3 領域）

に限ると，それらの領域について最適なパラメータ（図 1）を用いて前震候補を選択した場

合，M≥6.0 の本震に対して，前震候補が真の前震である可能性（適中率）は過去 50 年（1961

年～2010 年）のデータから 30%程度であり，予測される本震の割合（予知率）は 38％で

あることが分かった（図 2）．しかし，他の領域では同じパラメータを用いると適中率，予

知率ともに数%以下であった．2011 年東北地方太平洋沖地震は続発性の強い領域で発生し

ており，上記のパラメータにより予測した場合，3 つの地震が前震候補として選択され，そ

のうちの 1 つは，予測時空間内に本震が発生し，予測が適中したことになる（図 3）． 

 

 

 

  

図 1 1961 年から 2010 年までのデータを用いた時のパラメータの変化による予知率（AR），
適中率（TR），確率利得（PG），dAIC 値の変化を表す図．前震の M を 5.0 以上，領域サイズ
を 0.5°とした場合，地震数が 3 個で予測期間を 4 日にした時に dAIC 値が最も大きくなるこ
とから，これを最適値とした． 

最適パラメータ 
・領域サイズ=0.5° ・予測期間=4 日 
・前震 M≧5.0   ・地震数=3 
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図 2 1961 年から 2010 年までの期間における，前震活動が顕著な 3 領域（四角で囲まれ
た領域）について最適化されたパラメータによる予測結果．左図：予測対象の本震（青丸）
と予測された本震（赤丸）．右図：選択された前震候補（青丸）と予測が適中した前震（赤
丸）．図の上の予測効率の値は，前震活動が顕著な 3 領域に対するもの． 

図 3 2011/1/1 から 2011/3/11 までの期間における東北地方太平洋沖地震の前の地震活動（M
≧3.0）．★は本震，●は最適パラメータによる前震候補， は予測が適中した前震候補を表す．

予測効率 
・予知率=38%（=11/29） ・的中率=30%（=13/44） 
・確率利得=380    ・dAIC=115 

－ 156 －



4. 前震 

16 

4.4.  前震の確率予報 (Ogata et al., 1996; 統計数理研究所, 2011a) 

ある地域で新規の地震活動（M≧4.0）が始まった時，その後，規模が 0.5 以上大きい地震

（本震）が発生する確率を，群内の時間間隔，震央間距離，M の差を用いて計算した．デ

ータは 1994-2011 年 4 月，M≧4.0 の気象庁カタログである．ある基準以内のイベントを

Single-link 法（݀௦௧ ൌ ඥ∆௦௣௔௖௘ଶ ൅ ሺܿ∆௧௜௠௘ሻଶ ൑ 0.3°	ሺݎ݋	33.33	݇݉ሻで連結する．ただし，c は

1 日=1 km）でリンクし，各クラスタ中最大のイベントを本震，それより前のものを前震，

後のものを余震と定義する．あるイベントが前震である確率は，全国平均では 3.8%であ

る．また，複数のイベント（前震）が発生し，本震となる確率は全国平均で 7.2%である． 

3.11 東北沖地震前の地震活動に適用した結果は次の通りである．2011 年 2 月 13 日から始

まった前震活動では，当初，平均 7.2%以下の予測確率であったが，3 月 9 日の最大前震

M7.3 に向かって増加し，最大前震時に 20%近くになった．その後減少傾向ではあるが，

3 月 11 日の本震 M9.0 まで平均値以上の予測確率を維持している． 
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4.5.  （参考）前震－本震ペアの割合 (明田川・福満, 2011) 

普段どのようなところで前震－本震型の活動が現れるのかについては，明田川・福満 

(2011)が系統的に調べている．本震の規模を Mm とすると，本震を基準として，前 30 日

以内に震央距離 L=100.5Mm-1.8（Utsu, 1961）以内（ただし，L は最大で 50 km）で Mm以

下のイベントを前震と定義し，前震－本震ペアを抽出した．予測対象イベントは 1885 年

1 月～2009 年 12 月，内陸 M5.0 以上，海域 M6.0 以上．結果は以下の通り． 

 

内陸： 

前震  本震  割合 

M3.0-4.9* M≧5.0  予知率 1.4%(=12/830)，適中率 1.2%(=12/1017) 

M≧5.0  M≧5.0  予知率 2.5%(=21/830)，適中率 2.9%(=24/830) 

M≧6.0  M≧6.0  予知率 2.5%(=4/163)，適中率 2.5%(=4/163) 

海域： 

前震  本震  割合 

M4.0-5.9* M≧6.0  予知率 4.3%(=39/908)，適中率 2.6%(=39/1483) 

M≧6.0  M≧6.0  予知率 4.8%(=44/908)，適中率 5.9%(=54/908) 

M≧7.0  M≧7.0  予知率 2.1%(=3/141)，適中率 2.1%(=3/141) 

*：規模の小さい前震が 2 個以上連続した時に本震が発生するケースをみたもの．ここで，連続とは，個々

の地震の震央距離 10 km（海域は 20 km）以内，発生間隔 10 日以内で発生した地震を指す． 

 

前震－本震型の割合は数%と非常に低いことがわかる．なお，前震－本震型であった場

合，本震は前震から 1 日程度で発生するケースが最も多く，5 日以内に海域で 7 割，陸域

で 9 割が発生している． 
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5. 長期的スロースリップ 

2003 年頃から福島県沖のプレート間固着は弱まっていた．また，2008 年，2010 年に発生し

た M7 クラスの地震の余効変動は本震時の変動と比較してかなり大きかった． 

 

5.1.  非定常変位は 2003 年頃から開始 (気象研究所, 2011) 

GPS の基線長変化から非定常変位は 2003 年頃から始まっているように見える．プレート

境界上のすべり分布を求めると（地震時の変動は除くが余効変動は含む），東北地方太平

洋沖地震の破壊開始点から主に南側の福島県，茨城県沖に分布している． 

 

 

 

 

 

 

 

 
（左）GPS 基線長変化．（右）東北沖のすべり欠損分布． 

 

5.2.  2007 年以降は福島県沖ですべり欠損小さい (国土地理院, 2011) 

GPS を用いた 10 年前（1997 年 1 月～ 2000 年 1 月）と最新（2007 年 1 月～ 2010 年

1 月）の 3 年間の平均変動速度から推定したすべり欠損速度分布（地震時の変動は除く

が余効変動は含む）を求めた．10 年前には，宮城県から福島県沖を中心に最大 8 cm を

超えるすべり欠損が推定されているが，最新では，宮城県北部沖で最大 6 cm のすべり欠

損にとどまり，特に福島県沖ではほとんどすべり欠損が推定されていない． 
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5.3.  海底地殻変動観測 (海上保安庁, 2011) 

海上保安庁では海底基準点

を宮城沖に 2 点，釜石沖に 2

点設置し，キネマティック

GPS／音響測距方式による

海底地殻変動観測を実施し

ている．地震発生前までの観

測結果の座標値について線

形回帰を行い，ユーラシアプ

レート安定域に対する移動

速度として，宮城沖では

2006 年 12 月～2011 年 2 月

に約 5～6 cm/年の速度で西

北西に移動しており，福島沖

では 2002年 7月～2011年 2

月に約 2 cm/年の速度でほ

ぼ西向きに移動していると

いう結果が得られた．このこ

とは，福島県沖の固着が弱か

ったことを示している． 
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5.4.  本震前のスロースリップの規模は Mw7.7 相当（Ozawa et al., 2012） 

本震前のスロースリップについて，2003 年 1 月から 2011 年 1 月までの GPS データによ

りすべりの時空間発展を推定した．スロースリップの規模は Mw7.7 相当になる． 

 

  地震前(黒)，地震時(赤)，地震後(青)の    本震前のスロースリップの規模推移 

  すべり分布． 

 

5.5.  茨城県沖・福島県沖の地震の余効変動大きい (Suito et al., 2011; 西村, 2011, 2012) 

東北地方太平洋沖地震の震源域では，2005 年以降いくつかの M7 クラスの地震が発生し

た．GPS で観測された 2008 年茨城県沖の地震，2008 年と 2010 年の福島県沖の地震の余

効変動は，地震時の変動と比較してかなり大きい［Suito et al., 2011］．このことは東北地

方太平洋沖地震直前の2月に開催された地震予知連絡会においても国土地理院から報告さ

れ，2007 年からの 3 年間の平均で見ると福島県沖から茨城県沖にかけてのプレート境界

は，ほとんど固着しておらず，ずるずるすべっている状態であった［西村，2011］．東向

き成分が強まった時期は地域によって異なる．福島県では 2000 年頃から徐々に東向きの

速度が増加し，2005 年頃からはさらに顕著になったように見える．茨城県では 2000 年頃

に加速した東向き成分がいったん収まり，2008 年の茨城県沖の地震以降に再加速したよ

うに見える．宮城県では 2003 年頃に東向き成分が増加し，2005 年の宮城県沖の地震以降

に再度増加する傾向がある［西村，2012］．  
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地震時の変位とすべり分布（黒），地震後の変位とすべり分布（色）（Suito et al., 2011） 
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6. 短期的スロースリップ 

本震の 2 年前と一か月前に本震震源と海溝軸の間で Mw7 程度のスロースリップが発生してい

た．また，3/9 に発生した最大前震による余効変動は南側（本震方向）に拡大したが，加速的

な変動は観測されていない． 

 

6.1.  本震の 2 年前と一か月前にスロースリップ発生 (伊藤・他, 2012; Ito et al., 2012) 

海底圧力計に 2008 年 11 月下旬と 2011 年 1 月下旬～2 月上旬に変化が見られ，本震から

海溝よりの部分でスロースリップが発生したと推定される． 

 

 

(上) 2008 年および(下) 2011 年の海底圧力差変化と推定されたすべり（赤矩形）の位置．
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6.2.  前震の余効すべりが南側に拡大 (東北大学, 2011) 

東北大学のひずみ計，GPS，海底圧力計で 3 月 9 日の地震の余効変動を観測している．余

効すべりが前震の震源域から南側に拡大したと推定される． 

 
(a)KNK 観測点の体積ひずみ変化，(b)牡鹿半島付近の GPS 座標変化，(c)海底圧力の時間変化，(d)

観測点配置． 
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6.3.  本震直前に顕著な GPS 変化なし (国土地理院, 2011) 

GPS では 2011 年 3 月 9 日の三陸沖の地震（M7.3）の影響がみられるが，本震直前に顕

著な変化は見られない．3 点以上で 3～5 mm 以上の水平変動が想定される断層すべりの

大きさは震源付近では約 Mw6.7～7.1 程度． 

 

 

6.4.  本震直前に顕著な傾斜変化なし (防災科学技術研究所, 2011) 

防災科学技術研究所の Hi-net 併設の高感度加速度計（傾斜計）について，数日間および

一カ月程度の前兆現象があったかどうか確認した．前震および本震に先立つ顕著な傾斜変

動は観測されていない．3 観測点で 0.1 μrad 以上となるすべりの大きさは本震震源域下

端付近もしくは深部延長上で Mw6.2，本震の震源付近では Mw7.3． 

 

宮城県の観測点における傾斜変化 
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7. 電離層関係の現象 

本震直前に電離層の電子数に変化がみられた．ただし，3 月 10～12 日にかけては磁気嵐が発

生しており，電離層の異常が出やすい時期であった． 

 

7.1.  本震の 1 時間前から電離圏全電子数 TEC が増加 (日置, 2011; Heki, 2011) 

GPS 観測から得られる電離圏全電子数（TEC）の異常が本震の 1 時間ほど前から震源域

全体に見られる．同様の異常は 2004 年スマトラ・アンダマン地震，2010 年チリ地震，1994

年北海道東方沖地震においても見られる． 

 

 

（上）電離圏全電子数（TEC）の時系列，（下）TEC 異常の分布 
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    Kakinami et al. (2012) は，同じく電離圏全電子数（TEC）の解析を行い，地震の 9 分

後から TEC が最大 30%減少し，その減少域が津波波源域に対応するとしている．補助

線の引き方により日置 (2011) とは解釈が異なっている． 

 
（左）電離圏全電子数（TEC）の時系列，（右上）地震 23 分後の TEC の空間分布，（右下）

地震 15 分後の津波の高さ 

 

7.2. （参考）TEC 異常の発生頻度 

日置 (2011)により報告された東北地方太平洋沖地震の数十分前に見られた GPS/TEC の

異常が，地震の短期予知に活用可能であるか検討した． 

GPS/TEC 偏差について定常的に解析している京都大学の齊藤昭則博士のサイト

（http://stegps.kugi.kyoto-u.ac.jp/index_j.html）を参考にした．TEC 偏差については，

日置 (2011)は三次多項式からの差，齊藤は 1 時間以下の変動成分だけ取り出したもので，

ともに地震発生数十分前に東北地方で TEC の正偏差が見られる． 

TEC は太陽フレアに伴って紫外線の放射が増えれば電離が促進されて（昼半球全体で）

電子が増える．またオーロラ帯から巨大な波が南下してくることもある（大規模移動性電

離圏擾乱）［日置，2011］． 

3 月 10～12 日にかけては磁気嵐が発生していた［地磁気観測所，2012］．過去のいくつ

かの磁気嵐発生時（2011.3/1，2011.2/18，2010.8/4，2010.5/2）の TEC 偏差を確認する

と，今回と似た異常（より広域）があり，南への移動がみられる場合も，移動がみられな

い場合もあった． 
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 磁気嵐が発生していない期間について，移動性ではない TEC 偏差がどの程度の頻度で

発生しているかを 2010 年 1 月前半について確認した．拾い出しに主観が入る恐れはある

が，半月で 5 回発生している．この程度の頻度で原因不明の TEC 偏差が発生していると

すると，この情報だけで地震直前予知を行うのは困難と思われる． 

磁気嵐発生時 2011 年 2 月 18 日の GPS/TEC 偏差（京都大学齊藤氏のサイトより） 
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2010 年 1 月前半の GPS/TEC 偏差（京都大学齊藤氏のサイトより） 
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7.3.  地震の数日前から大気・電離層の 4 つの異なる要素で異常 (Ouzounov et al., 2011; He et 

al., 2012) 

地震の数日前から大気・電離層の 4 つの異なる要素で異常な変化が観測された．(1)外向き

の長波放射(OLR) が 2 月 21～24 日，3 月 7～10 日に震源域近くで+2σ以上の値となる．

(2)GPS/TEC が 3 月 5～8 日に増加．(3)低軌道電離層トモグラフィの異常が 3 月 8 日に北

緯 45～46 度で見られる．(4)電離層 F2 領域臨界周波数 foF2 の国分寺と山川（鹿児島県）

の相互相関係数が変化．（注：論文中でも触れられているが，3 月 10～12 日にかけては磁

気嵐が発生しており［地磁気観測所，2012］，電離層の異常が出やすい条件にあった．） 
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（上左）外向き長期放射(OLR)の異常，（上右）電離層 F2 領域臨界周波数 foF2 の国分寺と山川の

相互相関係数，（中）3/8.06Z の GPS/TEC 偏差，（下）低軌道電離層トモグラフィの異常． 
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